
地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 自動車車体、付随車製造業

区 分

80 百万円

250従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

31 輸送用機械器具製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

31

所 在 地 埼玉県北足立郡伊奈町小室10157

事 業 者 番 号 2202

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,993 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 末吉工業　株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 技術部設備管理G 048-721-3125

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 本社

所 在 地 １ 埼玉県北足立郡伊奈町小室10157

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日9：00～17：00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,993

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 220200 末吉工業　株式会社 1,993

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,937 4,215 4,291 4,142

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,937 4,215 4,291 4,142

1.環境目標を設定して管理することで環境マネージメントシステムの継続的な改善に努める。
2.環境に関する法定的要求等を順守する為の自主的な環境の取り組みを進め環境改善に努める。
3.事業活動に伴うCO2排出量の削減を環境管理重点テーマとして取り上げる。

　環境責任者　→　エネルギー管理統括者　→　地球温暖化対策推進者

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.2700 t-CO2/t 

2019年エネルギー起源CO2排出量4508ｔ-CO2に対し削減計画を毎年
2％改善する

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 4,508 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 2

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 31 輸送用機械器具製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 31

事 業 活 動 の 概 要

自動車車体・付随車製造業

6 事業者番号 2202 事業所番号 220200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 北足立郡伊奈町小室

字 ・ 地 番 10157

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 末吉工業　株式会社



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 末吉工業　株式会社　上尾工場 埼玉県上尾市大字平方領領家一本木636

3

番号 事業所名 所 在 地

1 末吉工業　株式会社 北足立郡伊奈町小室10157

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

生産量 t 
活 動 規 模 の 指 標 単 位

6,100.00 7,550.00 8,500.00 7,500.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -139.0 -106.8 -87.0 -104.5

前 年 度 比 （ ％ ） － -13.5 -9.6 9.4

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.2700 0.6454 0.5583 0.5048 0.5523

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,937 4,215 4,291 4,142

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 12.7 6.5 4.8 8.1

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 7.1 1.8 -3.5

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,508 3,937 4,215 4,291 4,142

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,890 2,025 2,063 1,993

事業所番号 220200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

ホークリフトの電動化、節電ユニットの導入を行ったが　原単位に対して電気使用量の
削減が出来なかった。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

生産量の減少がCO2排出量減少の要因

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

生産量増加によるCO2排出量増加
削減対策として令和４年度フォークリフト電動化を行う。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

生産量増加によるCO2排出量増加

事業所番号 220200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

R7以降 10.0

6 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

コンプレッサー　インバータ搭載の設備を導
入

R3 R6 5.0

5 320400 熱交換器等
32_廃熱の回収利用
に関する措置

ボイラーの排熱を利用した暖房機の設置 R5

R6 10.0

4 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

退社時におけるOA機器等の主電源OFFの
徹底　第三計画期間も継続

R1以前 R2 1.0

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

水銀ランプ　LED化 R1以前

R1以前 1.0

2 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

室内温度を夏季28℃　冬季20℃に設定す
る　第三計画期間も継続

R1以前 R1以前 2.0

1 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

デマンド計による電力量の監視　第三計画
期間も継続

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 220200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 220200



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅳ類

事 業 者 名 ＪＲ東日本スポーツ株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

80 娯楽業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

80

所 在 地
東京都豊島区南大塚三丁目33番地1号
JR大塚南口ビル７階

事 業 者 番 号 2203

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,480 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

●ﾌｨｯﾄﾈｽｸﾗﾌﾞ,ｽｲﾐﾝｸﾞｸﾗﾌﾞ等ｽﾎﾟｰﾂ施設の建設・運営
●ﾌｯﾄｻﾙｸﾗﾌﾞ, ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝｽﾎﾟｯﾄの運営
●ｽﾎﾟｰﾂ事業の受託
●介護予防ｻｰﾋﾞｽ事業

区 分 企業

400 百万円

1,210従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

（６）（Ⅳ類（任意事業者）のみ記入）県による公表の可否

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 220300 ジェクサー・フィットネス＆スパ大宮 1,480

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,480

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 本社

所 在 地 １ 東京都豊島区南大塚三丁目33番地1号

閲 覧 可 能
時 間 １ 11:00～15:00(月～金・祝祭日を除く)

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総合企画開発部門　環境マネジメント室 03-3980-8671

県による報告書の公表を希望 する



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 2,694 2,938 2,930 2,885

◆取組方針
・地域の健康づくりと環境の保護に貢献します。
・環境関連法令その他の要求事項を遵守します。
・東日本旅客鉄道㈱及びJR東日本グループ会社と連携して、省エネルギー化、CO2削減に努めま
す。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,694 2,938 2,930 2,885

そ の 他 ガ ス

代表取締役社長

総合企画開発部門

（地球温暖化対策推進者：部門長）

フィットネス

＋

スタジオ

リラクゼーション 運動型通所介護施設

フットサル

＋

ゴルフ



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

6 事業者番号 2203 事業所番号 220300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 埼玉県さいたま市大宮区

字 ・ 地 番 錦町91-4

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ジェクサー・フィットネス＆スパ大宮
前年度にお

ける事業所数 11

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 80 娯楽業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 80

事 業 活 動 の 概 要

ﾌｨｯﾄﾈｽｸﾗﾌﾞ,ｽｲﾐﾝｸﾞｸﾗﾌﾞ等ｽﾎﾟｰﾂ施設の運営

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1916 t-CO2/㎡

2018年度のA事業所全体の実績(0.1916 t-CO2/㎡)を基準として、
原単位を毎年1%ずつ改善していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,017 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 ジェクサー・フィットネス＆スパ戸田公園 埼玉県戸田市本町4-10-3

3 ジェクサー・フィットネス＆スパ浦和 埼玉県さいたま市浦和区高砂１-16-12 ＪＲ浦和駅西口ビル 5階～7階

番号 事業所名 所 在 地

1 ジェクサー・フィットネス＆スパ大宮 埼玉県さいたま市大宮区錦町91-4

6 ジェクサー・フットサルクラブ ルミネ大宮店 埼玉県さいたま市大宮区錦町630番地

7 ジェクサー・プラチナジム 南浦和店 埼玉県さいたま市南区南浦和2-34-9

4 ジェクサー・ライトジム 大宮店 埼玉県さいたま市大宮区錦町630番地

5 ジェクサー・フィットネススタジオ ビーンズ西川口店 埼玉県川口市並木2-20-1 Beans西川口5F

10 リラクゼーションスポット・リラクゼ ルミネ大宮店 埼玉県さいたま市大宮区錦町630

11 リラクゼーションスポット・リラクゼ 武蔵浦和店 埼玉県さいたま市南区別所7-12-1 ビーンズキッチン内

8 ジェクサー・プラチナジム 武蔵浦和店 埼玉県さいたま市南区内谷6-5-2

9 ジェクサー・プラチナジム コトニア武蔵浦和店 埼玉県さいたま市南区鹿手袋3-15-21

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 220300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,393 1,507 1,503 1,480

前 年 度 比 （ ％ ） － 9.1 -0.3 -1.5

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,017 2,694 2,938 2,930 2,885

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 10.7 2.6 2.9 4.4

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,694 2,938 2,930 2,885

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1916 0.1711 0.1866 0.1907 0.1881

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 10.7 2.6 0.5 1.8

前 年 度 比 （ ％ ） － 9.1 2.2 -1.4

延床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

15,748.70 15,748.70 15,364.15 15,335.74



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 220300

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

22年度下期より空調運転の見直し強化を継続した。
夏期冬期の温度設定緩和、空気循環の促進を図ることで省エネルギー化が実現できた。
結果として前年比98.5％（▲45t-co2）となる。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

前年比において、co2排出量は2019年度2,921tに対し、2020年度は2,694tとなり▲7.8%
を達成した。
・主な影響はコロナ禍における利用客数の減少によるものである。(2020年3～5月の施
設)
・設備投資は昨年度に計画していた空調EHP設備のメンテナンス(1店舗)、LED照明への
変更(1店舗)の他、空調設備へのインバータ制御(1店舗)を実施した。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

前年比において、co2排出量は前年比109.1+％となった。
エネルギー効率の悪化要素として換気量増加に伴う空調負荷の増大が挙げられる。
コロナ禍において施設休館や利用者人数の低減があったなか、前年度はエネルギー使用
量の減少に大きく影響した。
今年度は施設利用者の人数も増加傾向を示す中、原単位はコロナ禍前の2018年度や2019
年度と比較しても減少傾向を示しており、省エネ設備の継続導入については効果が表れ
ている。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

前年比において、co2排出量は前年比99.7％（▲8t-co2）となった。
22年度における利用者人数は21年度下期より継続して増加の傾向にあるためエネルギー
使用量の増加も避けられない状況であった。
22年度上期末でのco2排出量は前年比103.3％を示していたところ、下期にはいり空調温
度設定の見直しを行った結果、年度末においては前年を下回ることができた。



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 220300

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

毎月のエネルギー使用量に関する推移管
理

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 環境会議(経営幹部)を開催（年4回） R1以前

R1以前

4 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調EHP設備の更新(1店舗) R2 R2 24.0

3 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

店舗ごとにエネルギー消費原単位を算出し
比較と要因分析を実施

R1以前

R2 2.0

6 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調設備へのインバーター制御(1店舗) R2 R2 18.0

5 150200
受変電設備、
照明設備、 
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明への交換(1店舗) R2

R3 18.0

8 150200
受変電設備、
照明設備、 
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明への交換(2店舗) R3 R3 3.6

7 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調設備へのインバーター制御(1店舗) R3

R3 9.1

10 150200
受変電設備、
照明設備、 
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明への交換(1店舗) R5 R5 1.2

9 140200

給湯設備、給
排水設備、 
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管
理

ろ過ポンプへのインバーター制御(1店舗) R3

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

-

事業所番号 220300



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 ビジネスホテルの運営

区 分 企業

50 百万円

15,878従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

75 宿泊業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

75

所 在 地 東京都大田区新蒲田1丁目7番4号

事 業 者 番 号 2204

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,062 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社　東横イン

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2 株式会社 東横イン　店舗サポート本部購買・メンテナンス管理部 03-3731-2772

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 株式会社 東横イン環境エネルギー研究所 03-3736-1261 03-3736-1263 eneken@toyoko-inn.com

03-5703-1054 eneken@toyoko-inn.com

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社 東横イン環境エネルギー研究所

所 在 地 １ 東京都大田区新蒲田1丁目7番地4号

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日10：00～17：00（祝日は除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 3,062

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 220400 東横INN　埼玉三郷駅前 3,062

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:eneken@toyoko-inn.com
mailto:eneken@toyoko-inn.com


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,285 4,106 5,251 6,201

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,285 4,106 5,251 6,201

[基本方針]
○東横インは地球温暖化防止対策を積極的に行い、企業の社会的責任を果たす。
○ビジネスホテルのエネルギー消費量は宿泊されるお客様の人数や、お客様のご使用方法に左右
されることが多い為、総排出量/稼働1000室数を原単位として削減目標を計画します。
運用のソフト面とハード面を駆使し、お客様のご理解のもとエネルギー消費の削減、そしてCO2
排出の抑制を図る。
○エネルギー消費量を、2019年度を基準として原単位で年1％削減する目標を設定し、全体的な
取り込みを行う。
○設備機器の更新時に高効率機器を積極的に採用し、省エネを図りCO2排出量の削減を図る。
○設備投資としては、段階的にロビー、廊下及び客室内照明をLED化照明に変更して行く。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

6.1689 t-CO2/稼働1000室

2019年度の原単位6.1689（ｔ-CO2/稼働室数1000室)を基準とす
る。異常気象による猛暑、新型コロナウイルスによる影響もあ
り、年１％削減することは難しいが、達成出来るよう努める。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,662 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 17

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 75 宿泊業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 75

事 業 活 動 の 概 要

【事業内容】ビジネスホテル
【 店舗数 】埼玉県内17店舗

6 事業者番号 2204 事業所番号 220400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 三郷市

字 ・ 地 番 早稲田1-3-5

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 東横INN　埼玉三郷駅前



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16 東横INN　春日部駅西口 春日部市中央1-56-6

17 東横INN　北朝霞駅西口 朝霞市西原1-2-5

14 東横INN　大宮駅東口 さいたま市大宮区宮町2-29-2

15 東横INN　北戸田駅東口 戸田市新曽1981-1

12 東横INN　三郷中央駅 三郷市中央1-14-2

13 東横INN　志木駅東口 志木市本町5-21-18

10 東横INN　川口駅前 川口市川口2-7-22

11 東横INN　熊谷駅北口 熊谷市筑波3-84-2

8 東横INN　さいたま岩槻駅前 さいたま市岩槻区本町1-2-3

9 東横INN　浦和美園駅東口 さいたま市緑区美園4-7-1

6 東横INN　埼玉戸田公園駅西口 戸田市本町5-2-5

7 東横INN　八潮駅北口 八潮市大瀬1-3-7

4 東横INN　さいたま新都心 さいたま市大宮区吉敷町4-262-1

5 東横INN　西川口駅 蕨市南町3-22-8

2 東横INN　和光市駅前 和光市丸山台1-10-7

3 東横INN　草加駅西口 草加市氷川町2124-15

番号 事業所名 所 在 地

1 東横INN　埼玉三郷駅前 三郷市早稲田1-3-5

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

稼働室数 稼働1000室

活 動 規 模 の 指 標 単 位
539.11 772.90 1,006.58 1,042.55

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 1.2 13.9 15.4 3.6

前 年 度 比 （ ％ ） － -12.8 -1.8 14.0

エネルギー起源CO2排出量原単位 6.1689 6.0934 5.3125 5.2167 5.9479

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,285 4,106 5,251 6,201

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 10.3 -12.1 -43.4 -69.3

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 25.0 27.9 18.1

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,662 3,285 4,106 5,251 6,201

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,597 2,001 2,573 3,062

事業所番号 220400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

今年度は、昨年度より稼働室数が3.6%増加しました
CO2排出量は昨年度より18.1％増加、基準年度より69.3%増加となりました
原因は稼働室数が増加したためで、基準年度より店舗数が5店舗増加した事によりま
す。
原単位では昨年度より14%増加、基準年度より3.6%削減となっています。
コロナでの県へのホテル貸出しの影響も少し残っている為、排出量と稼働室数の関係が
不安定になっていますが、省エネ対策として、客室照明のLED化を進めると共に経年劣
化、能力低下のエアコンを省エネ型に取替し削減努力しています

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

今年度は新型コロナウイルスの影響により稼働室数がかなり落ちました。
総排出量は約10%の削減となりましたが、総稼働室数は9％減少となっています。
原単位での比較としている為、稼働室数が低迷すると必然的に原単位の数値は上がって
きます。
今年度は基準年度より1.2％削減となりましたが、新型コロナウイルスの影響によるも
のと考えられます。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

今年度は、昨年度より稼働率が14％程度良くなり、
総排出量は昨年度より25％増加、基準年度より12％増加しましたが、
原単位では、昨年度より12.8％減少、基準年度より13.8％減少と成りました。
コロナ影響が多少緩和され、稼働率が上がった為、及び、現場での省エネ意識
の向上によるものと思います。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

今年度は、3ホテルが開業した影響もあり昨年度より稼働室数が30％程度増加しまし
た。
CO2排出量は昨年度より27.9％増加、基準年度より43.4％増加しましたが、
原単位では、昨年度より1.8％減少、基準年度より15.4％減少となりました。
コロナ影響も緩和され、稼働が上がった為、及び、現場での省エネ意識
の向上に加え新規開業したホテルの省エネ性能の高さによるもの（電気給湯器導入、ネ
オンのLED採用）と思います。

事業所番号 220400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

R3

12 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

店舗の袖看板、屋上看板のLED化 R4 R4

11 180200 その他 18_その他
歯ブラシセットの全室設置をやめ、歯ブラシは希
望者のみへのお渡しとすることで、プラスチック
ごみの廃棄量を削減

R3

R1以前

10 180200 その他 18_その他
使用済み歯ブラシ、コームを回収、リサイクル
し、ごみ排出量を削減 R3 R3

9 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

能力低下エアコンを高効率エアコンに順次取替
える。(第三計画期間継続）

R1以前

R1以前

8 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の効率
管理

エアコン及び換気扇等のフィルター清掃を定期
的に行う。

R1以前 R1以前

7 160200 昇降機、建物 16_建物の省エネルギー

客室内、外壁窓ガラスを二層とし断熱効果を図
る、また夏季の直射日光を避けるため、この期間
はカーテンを全室閉めるようにする。(第三計画
期間継続）

R1以前

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理

客室については、消し忘れ防止の為、キーによ
る制御方式にしている。
(第三計画期間継続）

R1以前 R1以前

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理

蛍光灯、水銀灯を無くし、ＬＥＤに順次取替え
る、リネン中はタイマーにより2/3程度消灯トイレ
については、人感センサーよる点滅(第三計画
期間継続）

R1以前

R1以前

4 150100
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_受変電設備の管理

変電設備にトップランナー変圧器を使用及び進
相コンデンサーを設置し力率改善を行い節電を
図る。(第三計画期間継続）

R1以前 R1以前

3 140200

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管理

トイレの洗浄水として、井戸水を使用する。シャ
ワーに節水シャワーヘッドを使用し、節水対策を
行う。(第三計画期間継続）

R1以前

R1以前

2 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保全管
理

設備等における性能維持や効率改善を目的と
した保全計画、設備維持管理を適正に行う(第
三計画期間継続）

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
削減目標の達成に向けた実行計画を建て進め
る(第三計画期間継続）

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 220400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 220400



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

①資産運用委託契約
②財務代理契約
③投資法人債管理委託契約/投資法人債委託契約
④資産保管業務委託契約/一般事務委託契約/投資口事務代行
委託契約
⑤物件情報提供契約
⑥スポンサー・サポートに関する契約

区 分 その他

110 百万円

3従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

64 貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

64

所 在 地 東京都中央区八重洲二丁目2番1号

事 業 者 番 号 2205

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

5,680 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 GLP投資法人

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 日本GLP㈱プロパティーマネジメント部 03-6897-8008

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 日本GLP株式会社　応接室

所 在 地 １ 東京都中央区八重洲二丁目2番1号

閲 覧 可 能
時 間 １ 月～金　9:00～18：00　土日祝除く

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 5,680

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 220500 GLP杉戸Ⅱ 5,680

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 10,332 11,960 11,910 11,166

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 10,332 11,960 11,910 11,166

GLPグループは、施設の設計とオペレーションプロセスを考える中で、省エネルギー施策推進を
基本的な考えとしています。既存施設と新規開発の両方において、エネルギーの効率化を推進し
ます。
本投資法人は上記方針に則り、環境に配慮した建物の保有、環境に配慮した設備の導入を積極的
に行うとともに、物件取得検討時のデュー・デリジェンス・プロセスの中に、サステナビリティ
と環境保護についての項目チェックをルール化しており、本投資法人の資産運用業務が、社会に
おけるサステナビリティと環境保護に配慮したものであるよう最大限の注意を払っています。ま
た本投資法人の運用する施設では、目標値を設定し、施設内のエネルギー・水使用量および廃棄
物量のモニタリングを行っています。
さらに共用部における省エネルギー、廃棄物削減に努めるだけでなく、入居企業とエネルギー使
用量・廃棄物量を共有し、使用状況に応じた省エネガイドの交付や、敷地内のアイドリングス
トップ推奨など、入居企業と一体となって環境負荷の低減に努めています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①資産運用委託契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②財務代理契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③投資法人債管理委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約/投資法人債事務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委託契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④資産保管業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約/一般事務委託契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　/投資口事務代行委託契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤物件情報提供契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥スポンサー・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サポートに関する契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※GLPｼﾞｬﾊﾟﾝｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱が推進者となります

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

17.7730 t-CO2/千㎡

令和2年度を基準として毎年1％ずつ改善していきます。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 10,332 t-CO2

基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

17.7730 t-CO2/千㎡

令和2年度を基準として毎年1％ずつ改善していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 10,332 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 14

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 64 貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 64

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：資産運用
従業員：GLP杉戸Ⅱ現場従事者4名

6 事業者番号 2205 事業所番号 220500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 北葛飾郡杉戸町深輪

字 ・ 地 番 398-2

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 GLP杉戸Ⅱ



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14 GLP新座 埼玉県新座市大和田3丁目9番地区

15

12 GLP川島 比企郡川島町大字上伊草字三島888-1

13 GLP狭山日高Ⅰ 埼玉県日高市大字田木字上原475-1

10 GLP狭山日高Ⅱ 日高市上鹿山字茗沢792-1

11 GLP北本 埼玉県北本市下石戸6丁目316番2

8 GLP杉戸 北葛飾郡杉戸町深輪398-1

9 GLP吉見 比企郡吉見町大字北吉見1

6 GLP岩槻 さいたま市岩槻区古ヶ場2-9-10

7 GLP春日部 春日部市水角1190

4 GLP加須 加須市南篠崎1-5

5 GLP深谷 深谷市折之口字稜威ヶ原1900-2

2 GLP越谷Ⅱ 越谷市柳津団地2-2-1

3 GLP三郷Ⅱ 三郷市新三郷ららシティ3-2-1

番号 事業所名 所 在 地

1 GLP杉戸Ⅱ 北葛飾郡杉戸町深輪398-2

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

使用中延床面積 千㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

581.33 730.95 724.81 724.81

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 0.0 7.9 7.5 13.3

前 年 度 比 （ ％ ） － -7.9 0.4 -6.2

エネルギー起源CO2排出量原単位 17.7730 17.7730 16.3623 16.4319 15.4054

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 10,332 11,960 11,910 11,166

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.0 -15.8 -15.3 -8.1

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 15.8 -0.4 -6.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 10,332 10,332 11,960 11,910 11,166

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

5,258 6,086 6,061 5,680

事業所番号 220500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

照明のLED化などの節電対策、またガス利用の廃止により昨年度対比で削減した。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新たに所有する物件が増えたことに加え、コロナ化に伴いEC需要、日用品需要が増加に
伴いそれに対応するため物件の稼働時間や空調、照明などの設備の使用が増加し、昨年
度対比で増加した。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

新たに所有する物件が増えたことに加え、コロナ化に伴いEC需要、日用品需要が増加に
伴いそれに対応するため物件の稼働時間や空調、照明などの設備の使用が増加し、昨年
度対比で増加した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

照明のLED化などの節電対策により昨年度対比で削減した。

事業所番号 220500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番
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4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明への交換・計画 R7以降

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明への交換・計画 R6

R4

2 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明への交換・計画 R5 R5

1 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明への交換・計画 R4

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 220500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 220500



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社　ビッグ・エー

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

58 飲食料品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

58

所 在 地 東京都板橋区大山東町２５－１３

事 業 者 番 号 2207

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

8,239 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
食品小売販売
従業員　6000人
資本金　1億円

区 分 企業

100 百万円

6,500従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 220700 アコレ川口新井町店 8,239

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 8,239

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ ビッグ・エー板橋大山店2階事務所

所 在 地 １ 東京都板橋区大山東町25-13

閲 覧 可 能
時 間 １

15:00～16:00(混雑具合、出勤従業員数により対応不可の場合有）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 人事総務本部 03-6865-2300



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 18,026 18,332 17,049 16,196

（１）省エネの推進　電気使用量　昨年対比１％以上削減
（２）マイバック運動　レジ袋使用量　昨年対比５％削減
（３）食品廃棄売変削減　食品廃棄売変率　０．５％以下

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 18,026 18,332 17,049 16,196

そ の 他 ガ ス

代表取締役

人事総務本部

地球温暖化対策推進者



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

6 事業者番号 2207 事業所番号 220700

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川口市

字 ・ 地 番 新井町17-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 アコレ川口新井町店
前年度にお

ける事業所数 115

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 58 飲食料品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 58

事 業 活 動 の 概 要

食品小売業

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1204 t-CO2/㎡

2年度の延べ床面積で除した値の原単位を基準として、年度末までに原単位を
毎 年1％ずつ改善していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 17,333 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 上青木西店 埼玉県川口市上青木西1-18-21

3 さいたま大谷口店 埼玉県さいたま市南区大谷口996-10

番号 事業所名 所 在 地

1 アコレ川口新井町店 川口市新井町17-1

6 朝霞膝折店 埼玉県朝霞市膝折町2-9-2

7 東大宮駅前店 埼玉県さいたま市見沼区東大宮5-2-12

4 南鳩ヶ谷店 埼玉県川口市南鳩ヶ谷4-28-1

5 鶴瀬西店 埼玉県富士見市鶴瀬西2-16-10

10 宮戸店 埼玉県朝霞市宮戸2-8-4

11 新座店 埼玉県新座市新座3-3-19

8 朝志ケ丘店 埼玉県朝霞市朝志ケ丘1-3-3

9 わらび南町店 埼玉県蕨市南町2-19-11

14 吉川高久店 埼玉県吉川市高久2-8-9

15 赤山町３丁目店 埼玉県越谷市赤山町3-160-1

12 与野鈴谷店 埼玉県さいたま市中央区鈴谷7-6-2

13 浦和さいど店 埼玉県さいたま市緑区道祖土3-17-8

18 わらび塚越店 埼玉県蕨市塚越6-5-9

19 上戸田店 埼玉県戸田市上戸田4-10-9

16 朝霞仲町店 埼玉県朝霞市仲町2-10-4

17 水谷東２丁目店 埼玉県富士見市水谷東2-38-2

22 草加新田店 埼玉県草加市金明町775-5

23 白子1丁目店 埼玉県和光市白子1－1－19

20 草加中根店 埼玉県草加市中根3-32-22

21 西川口駅東店 埼玉県川口市並木2-32-1

24 朝霞駅東口店 埼玉県朝霞市仲町1-1-5

25 草加住吉店 埼玉県草加市住吉1-7-7



番号 事業所名 所在地

26 ふじみ野駅西店 埼玉県富士見市ふじみ野西1-22-5

27 ふじみ野駅東口店 埼玉県富士見市ふじみ野東1-2-4

28 北与野駅北店 埼玉県さいたま市中央区上落合4-1-2

29 川口戸塚6丁目店 埼玉県川口市戸塚6-26-10

30 朝霞溝沼5丁目店 埼玉県朝霞市溝沼5-19-5

31 東みずほ台1丁目店 埼玉県富士見市東みずほ台1-9-27

32 鳩ヶ谷駅前店 埼玉県川口市大字里1630-1

33 URみさと団地店 埼玉県三郷市彦成3-7-14-105

34 宮原店 埼玉県さいたま市北区宮原町２－２５－３

35 上小町店 埼玉県さいたま市大宮区上小町８４６－１０ 23年9月閉鎖

36 西川口店 埼玉県川口市西川口６－４－１

37 新宿店 埼玉県川越市旭町３－５－３

38 藤塚店 埼玉県春日部市本田町１－１５５－２

39 中青木店 埼玉県川口市中青木３－７－７

40 戸ヶ崎店 埼玉県三郷市戸ヶ崎２－７３２ 23年9月閉鎖

41 新田店 埼玉県草加市金明町４４７

42 八潮店 埼玉県八潮市中央１－２９－９

43 蒲生店 埼玉県越谷市蒲生旭町１２－１

44 新所沢店 埼玉県所沢市緑町２－１４－１

45 弥十郎店 埼玉県越谷市弥十郎６６７－１

46 三郷駅前店 埼玉県三郷市早稲田１－１７－９

47 西上尾店 埼玉県上尾市中分１－１５－６

48 春日部中央店 埼玉県春日部市中央７－１－２２

49 上町店 埼玉県上尾市上町２－４－７

50 扇町屋店 埼玉県入間市扇町屋５－３－１２

51 三室店 埼玉県さいたま市緑区三室１６２３

52 東越谷店 埼玉県越谷市東越谷３－７－８

53 狭山店 埼玉県狭山市入間川３１４２－５７



54 東岩槻店 埼玉県さいたま市岩槻区諏訪２－１－７

55 吉川高富店 埼玉県吉川市高富１－２７－７

56 久喜吉羽店 埼玉県久喜市吉羽２－３０－４

57 鶴ヶ島松ヶ丘店 埼玉県鶴ヶ島市松ヶ丘1-14-1

58 春日部栄町店 埼玉県春日部市栄町２－２６３

59 越谷赤山店 埼玉県越谷市赤山本町１５－２

60 大井亀久保店 埼玉県ふじみ野市亀久保１－３－３５

61 上福岡松山店 埼玉県ふじみ野市松山１－３－７

62 浦和辻店 埼玉県さいたま市南区辻２－３－２８

63 富士見鶴馬店 埼玉県富士見市鶴馬１－２３－２

64 杉戸清地店 埼玉県北葛飾郡杉戸町清地２－４－７

65 浦和太田窪店 埼玉県さいたま市南区太田窪２３５４－１

66 川口安行店 埼玉県川口市安行北谷５６０－１

67 加須店 埼玉県加須市大字上三俣字中野島８０３

68 伊奈栄店 埼玉県北足立郡伊奈町栄３－８２

69 浦和本太店 埼玉県さいたま市浦和区本太４－１１－１０

70 鴻巣天神店 埼玉県鴻巣市天神５－１０－２３

71 熊谷肥塚店 埼玉県熊谷市肥塚2-1-50

72 大宮盆栽店 埼玉県さいたま市北区盆栽町３８０－２ 23年9月閉鎖

73 毛呂山長瀬店 埼玉県入間郡毛呂山町中央２－３－５

74 東所沢店 埼玉県所沢市東所沢和田２－３０－５

75 大宮天沼店 埼玉県さいたま市大宮区天沼町１－４４１－１

76 飯能緑店 埼玉県飯能市緑町15-4

77 幸手東店 埼玉県幸手市東２－８－１０

78 春日部東口店 埼玉県春日部市粕壁２－８－１２

79 さいたま芝原店 埼玉県さいたま市緑区芝原３－３４－１

80 志木本町店 埼玉県志木市本町５－２３－１

81 川口伊刈店 埼玉県川口市大字伊刈字中通１１６

82 狭山狭山台店 埼玉県狭山市狭山台３－１３－５



83 坂戸浅羽野店 埼玉県坂戸市浅羽野１－１－７

84 蕨塚越店 埼玉県蕨市塚越３－５－５

85 幸手団地店 埼玉県幸手市栄３－１

86 越谷東大沢店 埼玉県越谷市東大沢１－５－１６

87 さいたま別所町店 埼玉県さいたま市北区別所町９２－２

88 三芳竹間沢店 埼玉県入間郡三芳町竹間沢３４３－１

89 北本団地店 埼玉県北本市栄７

90 新座馬場店 埼玉県新座市馬場２－１－４６

91 川口上青木西店 埼玉県川口市上青木西２－１３－１４

92 羽生東店 埼玉県羽生市東6-9-1

93 さいたま東浦和店 埼玉県さいたま市緑区東浦和１－２－１１

94 富士見東みずほ台店 埼玉県富士見市東みずほ台２－９－６

95 さいたま上落合店 埼玉県さいたま市中央区上落合３－１２－１９

96 川口芝店 埼玉県川口市芝３７６１－１

97 狭山広瀬東店 埼玉県狭山市広瀬東３－３０－３３

98 所沢狭山ヶ丘店 埼玉県所沢市狭山ｹ丘1-694-1

99 富士見鶴瀬西店 埼玉県富士見市大字鶴馬字下郷３４９３ 23年9月閉鎖

100 上福岡一丁目店 埼玉県ふじみ野市上福岡１－１０－６　原田ﾋﾞﾙ

101 さいたま東大宮店 埼玉県さいたま市見沼区東大宮５－３５－１ 23年9月閉鎖

102 西上尾第二団地店 埼玉県上尾市大字小敷谷字堀込77-1 1階

103 入間仏子店 埼玉県入間市仏子933-3

104 越谷千間台西店 埼玉県越谷市千間台西3-4-12

105 鶴ヶ島脚折町店 埼玉県鶴ヶ島市脚折町2-20-7

106 みさと団地店 埼玉県三郷市彦成3-7-14-105

107 さいたま西堀店 埼玉県さいたま市桜区西堀8-10-11

108 さいたま田島店 埼玉県さいたま市桜区田島3-28-26

109 さいたま七里店 埼玉県さいたま市見沼区東門前30-3

110 さいたま元町店 埼玉県さいたま市浦和区元町2-1-3

111 吉川団地店 埼玉県吉川市吉川団地１－９



112 富士見鶴瀬東口店 埼玉県富士見市鶴瀬東1-7-39

113 草加栄町店 埼玉県草加市栄町２-9-16

114 春日部センター 埼玉県春日部市不動院野２５６０

115 川越センター 埼玉県川越市南台1-9-3 MFLPプロロジスパーク川越1F



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 220700

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

9,170 9,326 8,673 8,239

前 年 度 比 （ ％ ） － 1.7 -7.0 -5.0

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 17,333 18,026 18,332 17,049 16,196

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -4.0 -5.8 1.6 6.6

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 18,026 18,332 17,049 16,196

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1204 0.1252 0.1273 0.1220 0.1188

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -4.0 -5.7 -1.3 1.4

前 年 度 比 （ ％ ） － 1.7 -4.2 -2.7

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

144,006.00 144,006.00 139,730.00 136,372.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 220700

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

以下の施策により、原油概算エネルギー使用量とエネルギー起源Co2の双方とも前年より削減でき
た。
①冷蔵ケースの入れ替え
②空調設備温度管理強化（例年温度、湿度等に対する注意喚起、フィルター清掃年4回）
③照明点灯管理強化(B/R、休憩室、店外看板)
④冷蔵・冷凍ケース圧縮機の入れ替え
⑤照明機器LED化
⑥節電機器導入
⑦空調管理システム試験導入
⑧深夜帯休業時間導入
⑨閉鎖による店舗数減

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

店舗数増
冷蔵ケースの型式
空調設備温度管理（例年温度、湿度等に対する注意喚起）
冷蔵・冷凍ケース圧縮機
照明機器

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

冷蔵ケースの型式
空調設備温度管理（例年温度、湿度等に対する注意喚起、フィルター清掃）
照明点灯管理(B/R、休憩室、店外看板)
冷蔵・冷凍ケース圧縮機
照明機器

上記対応を継続的に行ったものの、コロナ禍制限の緩和により時間短縮営業、一時閉店
など減少、営業時間が安定し結果的に前年の排出量より増加したと推察。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

冷蔵ケースの型式
空調設備温度管理強化（例年温度、湿度等に対する注意喚起、フィルター清掃各回数増
年2回→年4回）
照明点灯管理強化(B/R、休憩室、店外看板)
冷蔵・冷凍ケース圧縮機
照明機器
冷ケース照明消灯
節電機器導入
深夜帯営業短縮
閉鎖による店舗数減



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 220700

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前 5.0

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

不要照明設備の消灯（継続措置） R1以前 R1以前 25.0

1 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

東京電力資料より月度別使用量推移表作
成（継続措置）

R1以前

R1以前 71.0

4 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

空調機器設置温度管理（継続措置） R1以前 R1以前 20.0

3 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

冷蔵ケース適正温度管理（継続措置） R1以前

R1以前 15.0

6 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

冷蔵ケースについて一部店舗にて入替変
更

R1以前 R1以前 10.0

5 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

冷蔵ケース圧縮機低圧制御システムの導
入検討

R1以前

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 220700



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 日本光電工業株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

29 電気機械器具製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

29

所 在 地 東京都新宿区西落合1-31-4

事 業 者 番 号 2208

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,749 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 医用電子機器の開発・製造・販売

区 分 企業

7,544 百万円

3,720従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 220800 日本光電工業株式会社　所沢事業所 1,749

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,749

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 所沢事業所

所 在 地 １ 埼玉県所沢市くすのき台1-11-2　西武第二ビル

閲 覧 可 能
時 間 １

月～金　10時～15時　(土日、祝日、所定休日を除く)

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部 03-5996-8623



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,295 2,386 1,863 1,599

環境理念
日本光電は、すべての人々が豊かな生活環境を享受できるよう、あらゆる企業活動や社員行動を通して、かけがえのない地球環境の保全と質的向上に努
める　制定：2015年9月1日

環境方針
日本光電は、経営理念、環境理念に基づき、環境マネジメントシステムを継続的に改善し、環境パフォーマンスを向上させる。

1.環境配慮型製品の提供
医用電子機器の開発・生産・販売・保守及び支援業務において、地球環境に配慮した製品・サービスを提供する。
製品のライフサイクル全体を通じて、省エネルギー、省資源、有害物質の不使用を実現することで、温室効果ガス排出量の削減、有限な資源の持続的な
利用に貢献する。
2.事業活動における省エネルギーの推進、廃棄物の削減全ての事業活動及びサプライチェーンと協働し、低炭素・高効率技術の導入、
改善活動を継続的に行うことで、省エネルギーの推進、3R推進による廃棄物の削減、中長期的な温室効果ガス排出量の削減、環境汚染の予防に努める。
3.環境関連法規制・協定の遵守
グローバル企業として、全ての事業活動において、国内外の環境に関する法規制・条例並びに同意した協定を遵守し、気候変動への対応、水資源保護、
生物多様性の保全など、利害関係者からの期待に応え、責任を果たす。
4.環境教育の推進
環境問題に関し、見識を深める適切な教育や啓発活動を行うとともに、個々の生産性向上が環境改善活動に結びつけられるよう、教育を推進する。　制
定：2017年4月1日

サステナビリティ推進体制
当社webページにて開示
https://www.nihonkohden.co.jp/information/management.html

EMS(環境マネジメントシステム)推進体制
当社webページにて開示
https://www.nihonkohden.co.jp/information/environment.html

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,295 2,386 1,863 1,599

そ の 他 ガ ス

https://www.nihonkohden.co.jp/information/management.html
https://www.nihonkohden.co.jp/information/environment.html


事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

6 事業者番号 2208 事業所番号 220800

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 所沢市

字 ・ 地 番 くすのき台1-11-2　西武第二ビル

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 日本光電工業株式会社　所沢事業所
前年度にお

ける事業所数 8

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 29 電気機械器具製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 29

事 業 活 動 の 概 要

医用電子機器の開発・製造・販売

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/

平成30～令和２年度の直近3か年の平均排出量(2,908t-CO2)を基準
として、目標年度までに15%(436.2t-CO2)を削減していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 2,908 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 日本光電工業株式会社　総合技術開発センタ 所沢市くすのき台1-1-6

3 日本光電工業株式会社　東日本物流センタ 坂戸市西インター二丁目１番1

番号 事業所名 所 在 地

1 日本光電工業株式会社　所沢事業所 所沢市くすのき台1-11-2　西武第二ビル

6 日本光電工業株式会社　川越営業所 川越市大字小堤907-34

7 日本光電工業株式会社　AS北関東
さいたま市南区根岸3-16-1
（※2024年4月よりさいたま市中央区上落合6-10-8へ
移転）

4 日本光電工業株式会社　鶴ヶ島事業所 鶴ヶ島市富士見6-2-20

5 日本光電工業株式会社　北関東支店
さいたま市南区根岸3-16-1
（※2024年4月よりさいたま市中央区上落合6-10-8へ
移転）

10

11

8 日本光電工業株式会社　東日本物流センタⅡ 坂戸市西インター二丁目2番１（倉庫のみ）

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 220800

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,678 1,664 1,677 1,749

前 年 度 比 （ ％ ） － -27.6 -21.9 -14.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,908 3,295 2,386 1,863 1,599

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -13.3 18.0 35.9 45.0

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,295 2,386 1,863 1,599

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） －

活 動 規 模 の 指 標 単 位



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 220800

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

2022年度下期より低炭素電力に切り替えた事業所において、2023年度はCO2排出量がゼ
ロとなったことにより前年度比14.2％減少しました。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

当社グループ企業の日本光電富岡株式会社が令和元年度8月に新設した東日本物流セン
タ(坂戸市)が、組織変更により2020年度に日本光電工業株式会社所属となったため、電
力使用量を中心としたエネルギー使用量が増加しCO2排出量も増加しました。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

基準となる排出量に対する削減率は18.0%となり、令和6年度の目標値を達成しました。
達成した要因は、当社が電力供給会社から低炭素電力の購入を決定したからです。
来年度以降、より低炭素の電力購入を検討しています。
また原単位の導入については、引き続き検討をしています。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

基準となる排出量に対する削減率は36.1%となり、令和6年度の目標値を達成しました。
達成した要因は、当社が電力供給会社からさらなる低炭素電力の購入、対象事業所の拡
充を決定したからです。
原単位の導入については、引き続き検討をしています。



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 220800

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 310300
一般管理事
項

31_計測及び記録の
管理

毎月、エネルギー使用量、CO2排出量を把
握

R1以前

1 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備

環境活動推進分科会(1回/月が基本)を開
催し、毎月のエネルギー使用量、CO2排出
量を報告（所沢事業所、総合技術開発セン
タ、鶴ヶ島事業所）

R3

4 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

鶴ヶ島事業所の空調機更新 R4

3 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

低炭素電力供給への変更（総合技術開発
センタ、鶴ヶ島事業所）

R4

6 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

低炭素電力供給への変更（総合技術開発
センタ、北関東支店、川越営業所）

R4

5 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

鶴ヶ島事業所のLED照明更新

R5

8 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

2024年3月エネルギーマネジメントシステム
を導入（総合技術開発センタ）

R5

7 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

鶴ヶ島事業所の空調機更新

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 220800



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

マクドナルド

事業活動の
概 要

事 業 内 容
ハンバーガー類の製造と販売、レストランチェーンとして事
業を展開

区 分 企業

100 百万円

2,644従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

76 飲食店

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

76

所 在 地 東京都新宿区西新宿6-5-1　新宿アイランドタワー

事 業 者 番 号 2209

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

11,879 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 日本マクドナルド株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 サステナビリティ＆ESG部 03-6911-5750

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 日本マクドナルド株式会社　新宿オフィス40F　サステナビリティ＆ESG部

所 在 地 １ 163-1339　東京都新宿区西新宿新宿アイランドタワー39F

閲 覧 可 能
時 間 １ 9:00～18:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 11,879

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 220900 日本マクドナルド所沢店 11,879

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 23,119 23,582 23,691 23,081

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源 CO2 23,119 23,582 23,691 23,081

地球のことを考えて行動する。

フランチャイズを含む店舗の温暖化対策は、日常の設備機器の適正運用及びエネルギー管理の推
進にある。同時に店舗はその業績に対応して設備投資を行いエネルギー使用の削減を図る。
東日本営業推進部が店舗に対して具体的な対応を指導し、CSR部が全体的に店舗のエネルギー使
用状況、温室効果ガスの排出量の状況を把握し、東日本営業推進部並びに関連部署と連携して対
応にあたる。地球温暖化対策推進者はCSR部に所属し、収集した情報を本社関連部（ガバメント
＆リレーション部、サプライチェーン本部、設計管理本部、東日本営業推進部等）と共有し、会
社としての対策や方針の大枠を協議し決める役割を担っている。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.4638 t-CO2/千回

令和元年を基準年とし、原単位分母は客数(レジカウント数）とし
て1000レジカウントあたりの排出量を原単位とする。削減目標は
原単位で前年比で１％削減とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 23,336 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 194

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 76 飲食店

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 76

事 業 活 動 の 概 要

ハンバーガー類の製造と販売、レストランチェーンとして事業活
動を展開。

6 事業者番号 2209 事業所番号 220900

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 所沢市日吉町

字 ・ 地 番 2-2

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 日本マクドナルド所沢店



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 以下別紙 事業所リスト参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 日本マクドナルド所沢店 所沢市日吉町2-2

事業所リスト



埼玉県 事業所(店舗)リスト 194店舗
事業所(店舗)名 住所

1 所 沢 店 所沢市日吉町２−２                                          
2 北浦和店 さいたま市浦和区北浦和３−４−１４                          
3 鶴瀬駅ビル店 富士見市大字鶴馬２６０２−３                                
4 川越マイン店 川越市脇田町１０３                                          
5 １６号春日部店 春日部市南中曽根８５０−１                                  
6 西川口店 川口市並木２−２１−１                                      
7 ニューシャトル大宮店 さいたま市大宮区錦町６８５−１大宮駅構内                    
8 浦和仲町店 さいたま市浦和区仲町１−２−１４                            
9 草 加 店 草加市高砂１−２−１０                                      

10 新所沢店 所沢市緑町３−９                                            
11 川口朝日町店 川口市朝日３−１−８                                        
12 川口芝下店 川口市芝下１−７−２                                        
13 鴻 巣 店 鴻巣市箕田３１１１−１                                      
14 大宮西口店 さいたま市大宮区桜木町１−５−１                            
15 １６号岩槻店 さいたま市岩槻区仲町２−４−２３                            
16 大宮バイパス与野店 さいたま市中央区八王子１−４−１５                          
17 桶川マイン店 桶川市若宮１−５−２                                        
18 本 庄 店 本庄市南１−２−１０                                        
19 熊谷バイパス店 熊谷市大字肥塚８７８−１                                    
20 ４号線バイパス下間久里店 越谷市大字下間久里字源前７６３−１                          
21 白 岡 店 白岡市西７−９−１９                                        
22 浦和大間木店 さいたま市緑区大間木５９０                                  
23 １７号北本店 北本市山中１−６０                                          
24 伊奈町店 北足立郡伊奈町栄３−４８                                    
25 若 葉 店 坂戸市千代田３−２１−２１                                  
26 埼大通り店 さいたま市桜区下大久保７２０−１                            
27 １６号深作店 さいたま市見沼区深作３−２７−７                            
28 八 潮 店 八潮市柳之宮大道通３１５−２                                
29 大宮大和田店 さいたま市見沼区大和田町１−７９０−１                      
30 所沢山口店 所沢市山口１５１９−１                                      
31 １６号庄和町店 春日部市金崎６５２−３                                      
32 浦和曲本店 さいたま市南区曲本１−１９−１                              
33 東武霞ヶ関店 川越市霞ヶ関東１−１−４                                    
34 浦和太田窪店 さいたま市南区太田窪４−１５−４                            
35 大宮バイパス宮原店 さいたま市北区日進町３−４１６−１                          
36 川越木野目店 川越市木野目３５３−１                                      
37 行田バイパス店 行田市大字小見１４５７−１                                  
38 吉 川 店 吉川市平沼１−２２−１０                                    
39 武蔵浦和店 さいたま市南区白幡５−１９−１９                            
40 花園インター店 深谷市荒川１５４−２                                        
41 獨協大学前駅店 草加市栄町２−１２−１                                      
42 ヤオコー狭山店 狭山市広瀬東２−４１−１                                    
43 イオンせんげん台店 越谷市千間台西３−２−１２                                  



44 新座西友店 新座市野火止８−１６−３                                    
45 春日部イトーヨーカドー店 春日部市中央１−１３−１                                    
46 ２５４亀久保店 ふじみ野市鶴ヶ岡３−２−２５                                
47 鶴ヶ島コモディイイダ店 鶴ヶ島市鶴ケ丘６５−１                                      
48 川越伊勢原いなげや店 川越市伊勢原町３−２                                        
49 東浦和駅前店 さいたま市緑区東浦和５−１−１                              
50 １２５号栗橋店 久喜市高柳１７４１−１                                      
51 ４６３亀ヶ谷店 所沢市大字亀ヶ谷字亀寿７８                                  
52 みずほ台西口店 富士見市西みずほ台２−１−１３                              
53 イオン大宮西店 さいたま市西区三橋６−６０７−１３                          
54 大宮ソニックシティ前店 さいたま市大宮区桜木町２−２−２１                          
55 １２２西新井宿店 川口市大字西新井宿８９４−１                                
56 吉川駅前店 吉川市木売２−３−９                                        
57 ２５４川島店 比企郡川島町上伊草字菅田５２２−１                          
58 白岡岡泉店 白岡市太田新井１１８１−１２                                
59 ２５４小川町店 比企郡小川町高谷１３８２−１                                
60 コクーンシティ店 さいたま市大宮区吉敷町４−２６３−６                        
61 西武新狭山駅前店 狭山市新狭山３−１２−１                                    
62 上尾駅西口店 上尾市谷津２−１２３−１７                                  
63 秩父公園橋ベルク店 秩父市中村町４−３−２４                                    
64 ４号線春日部店 春日部市備後東１−７−１３                                  
65 川越クレアモール店 川越市新富町２−４−３                                      
66 大宮カインズホーム店 さいたま市西区高木１４８０−２                              
67 狭山ケ丘いなげや店 所沢市若狭１−２９３８−１                                  
68 東松山インター店 東松山市大字石橋字女堀１６１１−１                          
69 越谷南町店 越谷市南町２−１１−８                                      
70 所沢狭山街道入曽店 狭山市水野４３１−４                                        
71 川越インター店 川越市南大塚２−１１−２８                                  
72 大宮東口店 さいたま市大宮区大門町１−２８−２                          
73 上尾中妻与野フードセンター店 上尾市中妻３−１１−５                                      
74 朝霞台駅前店 朝霞市浜崎１−２−８                                        
75 上里町七本木ベルク店 児玉郡上里町七本木２５５８−１                              
76 嵐山バイパスヤオコー店 比企郡嵐山町平沢２４４０                                    
77 １７号本庄店 本庄市寿３−４−１９                                        
78 蕨ヤオコー店 蕨市南町１−５−２                                          
79 草加遊馬町店 草加市遊馬町７２−１                                        
80 笹目通り和光店 和光市白子４−１−１                                        
81 草加松原サンベルクス店 草加市草加３−９−１３                                      
82 久喜駅前店 久喜市久喜中央１−１−３                                    
83 ４０７鶴ヶ島店 鶴ヶ島市大字脚折万神ケ谷戸１１４１−４                      
84 深谷駅前店 深谷市西島町２−１０−１                                    
85 志木東口店 志木市本町５−２５−８                                      
86 １７号吹上店 鴻巣市新宿２−１８０                                        
87 南与野マルエツ店 さいたま市中央区鈴谷２−５４８−２                          
88 新座与野フードセンター店 新座市野火止５−２−６０                                    



89 上尾セキチュー店 上尾市須ケ谷１−２４０                                      
90 上尾地頭方店 上尾市地頭方４０８−２                                      
91 ４６３小手指ケ原店 所沢市北野２−２−１１                                      
92 高坂駅前店 東松山市元宿１−１４−３                                    
93 毛呂山店 入間郡毛呂山町大字川角字西原４−１                          
94 坂戸千代田ヤオコー店 坂戸市千代田２−１０１−１                                  
95 ２９９バイパス笹井店 狭山市大字笹井字八木２６７７−９                            
96 所沢北原町店 所沢市北原町１３７３−２                                    
97 西武入間市駅店 入間市河原町２−１                                          
98 イオン大宮店 さいたま市北区櫛引町２−５７４−１                          
99 松伏いなげや店 北葛飾郡松伏町松葉１−１２                                  

100 イオン熊谷店 熊谷市本石２−１３５                                        
101 狭山北入曽ヤオコー店 狭山市北入曽７２０−１                                      
102 桶川マルサン店 桶川市西２−９−３６                                        
103 大宮バイパス三橋店 さいたま市西区三橋５−１６４８−１                          
104 鳩ケ谷駅前店 川口市坂下町１−１４−１９                                  
105 １２２羽生店 羽生市大字下川崎１６２−１                                  
106 せんげん台駅西口店 越谷市千間台西１−４−３                                    
107 北越谷東急ストア店 越谷市大沢３−６−１                                        
108 ４号線越谷店 越谷市神明町２−８１−１                                    
109 新座ライフ店 新座市栗原４−１２−２５                                    
110 ２５４三芳店 新座市中野２−２−３                                        
111 １６号古谷店 川越市大字古谷上９９１−１                                  
112 新座池田ベルク店 新座市池田４−５−１２                                      
113 川口前川モーリーファンタジー店 川口市前川１−１−１１                                      
114 川口差間店 川口市大字差間１８８−１                                    
115 所沢北原ザ・マーケットプレイス店所沢市北原町１４１５−１                                    
116 ふじみ野駅前店 富士見市ふじみ野西１−２０−２第七マツモトビル              
117 熊谷佐谷田店 熊谷市佐谷田字飯塚１３８４                                  
118 ＪＲ戸田公園店 戸田市本町４−１５−１２                                    
119 北本石戸店 北本市石戸５−１７３−２                                    
120 熊谷ヤオコー店 熊谷市銀座２−１２３−１                                    
121 大宮宮原イトーヨーカドー店 さいたま市北区宮原町１−８５４−１                          
122 イオンモール北戸田店 戸田市美女木東１−３−１                                    
123 三郷ピアラシティ店 三郷市ピアラシティ１−１−２００                            
124 川口領家店 川口市領家３−５−３                                        
125 イオンモール浦和美園店 さいたま市緑区美園５−５０−１                              
126 川口東口店 川口市栄町３−５−１                                        
127 戸塚安行店 川口市長蔵新田３２６−１                                    
128 ２５４児玉店 本庄市児玉町吉田林３８４−１                                
129 １６号指扇店 さいたま市西区宮前町７３３−１                              
130 加須ビバモール店 加須市下高柳１−２９                                        
131 戸田市役所南通り店 戸田市上戸田１−１７−１                                    
132 ４０７妻沼イール店 熊谷市弥藤吾１１２０−１                                    
133 イオンモール羽生店 羽生市川崎２−２８１−３                                    



134 ララガーデン春日部店 春日部市南１−１−１                                        
135 東越谷店 越谷市東越谷３−１７−５                                    
136 イオンレイクタウンｍｏｒｉ店 越谷市レイクタウン３−１−１イオンレイクタウンＭＯＲＩ３階Ｂ
137 ララガーデン川口店 川口市宮町１８−９                                          
138 三郷三丁目店 三郷市三郷３−１２−３                                      
139 菖蒲モラージュ店 久喜市菖蒲町菖蒲６００５−１                                
140 ららぽーと新三郷店 三郷市新三郷ららシティ３−１−１                            
141 ４号線草加西町店 草加市西町６０−１                                          
142 熊谷駅前店 熊谷市筑波２−１０２Ｓｊビルディング１・２階                
143 川口南町店 川口市南町２−７−１１                                      
144 ４０７高坂店 東松山市あずま町２−８−２                                  
145 越谷レイクタウン店 越谷市レイクタウン２−１−１                                
146 朝霞三原店 朝霞市三原１−１−１１                                      
147 ４号線草加清門町店 草加市清門１−２７０−１                                    
148 １４０秩父店 秩父市上野町４−３                                          
149 ２９９バイパス飯能店 飯能市中山３３５−２                                        
150 八潮駅前店 八潮市大瀬１−１１−１３                                    
151 桶川下日出谷店 桶川市下日出谷西１−３３−７                                
152 三郷中央店 三郷市中央３−１９−２                                      
153 イオン大井店 ふじみ野市ふじみ野１−２−１                                
154 鷲宮アリオ店 久喜市久本寺字谷田７−１                                    
155 ４号線幸手店 幸手市大字上高野２０２６−１                                
156 ２５４和光店 和光市本町２７−２１                                        
157 深谷上柴店 深谷市上柴町東５−７−５                                    
158 にっさい花みず木店 坂戸市にっさい花みず木３−２０−１                          
159 １６号入間宮寺店 入間市宮寺２３２２−１１                                    
160 イオンモール春日部店 春日部市下柳４２０−１                                      
161 大宮本郷店 さいたま市北区本郷町８６０                                  
162 上尾アリオ店 上尾市大字壱丁目３６７                                      
163 １４０熊谷広瀬店 熊谷市広瀬１５５−１                                        
164 日高下鹿山店 日高市下鹿山１０−１                                        
165 ４０７東松山店 東松山市新宿町１−１                                        
166 イオンモール与野店 さいたま市中央区本町西５−２−９イオンモール与野１Ｆ        
167 １７号籠原新堀店 熊谷市新堀８６１−１                                        
168 富士見ららぽーと店 富士見市山室１−１３１３                                    
169 イオンレイクタウンｋａｚｅ店 越谷市レイクタウン４−２−２イオンレイクタウンＫＡＺＥ１階１
170 川越上寺山店 川越市上寺山３８４−１                                      
171 久喜インター店 久喜市上早見１６９−１                                      
172 グランエミオ所沢店 所沢市くすのき台１−１４−５                                
173 川越Ｕ＿ＰＬＡＣＥ店 川越市脇田本町８−１他ＵＰＬＡＣＥ                          
174 ミエルかわぐち店 川口市本町２−７−２５                                      
175 エルミこうのす店 鴻巣市本町１−１−２エルミこうのすショッピングモール２Ｆ    
176 イオンモール上尾店 上尾市愛宕３−８−１                                        
177 入間安川通り店 入間市下藤沢１８８−１                                      
178 春日部八丁目店 春日部市八丁目５１６−１                                    



179 イオンタウンふじみ野店 ふじみ野市福岡２−１−６                                    
180 浦和美園店 さいたま市緑区美園４−５−１６                              
181 大宮ＤＯＭ店 さいたま市大宮区桜木町２−３                                
182 ビバモール蕨錦町店 蕨市錦町１−１２−１                                        
183 南与野店 さいたま市中央区大戸６−１３０８−１                        
184 イオンモール川口店 川口市安行領根岸３１８０イオンモール川口２Ｆ                
185 上尾運動公園店 上尾市東町２−１−２０                                      
186 ウニクス伊奈店 北足立郡伊奈町学園２−１８８−１                            
187 １７号北本中丸店 北本市中丸８−３−１                                        
188 １７号鴻巣店 鴻巣市箕田１８７５−１                                      
189 蕨東口店 蕨市塚越１−３−１                                          
190 南浦和東口店 さいたま市南区南浦和２−３９−１８                          
191 エキア谷塚店 草加市谷塚１−１−２３                                      
192 イオンモール川口前川店 川口市前川１−１−１１イオンモール川口前川１Ｆ              
193 エキア越谷店 越谷市弥生町４−１１                                        
194 大宮アルシェ店 さいたま市大宮区桜木町２−１−１大宮アルシェ２Ｆ            



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

客数レジカウント 千回
活 動 規 模 の 指 標 単 位

46,583.76 50,368.76 51,605.92 51,196.62

基 準 と な る原 単 位 に対 す る削 減 率
（ ％ ） -7.0 -0.9 1.0 2.8

前 年 度 比 （ ％ ） － -5.7 -1.9 -1.8

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.4638 0.4963 0.4682 0.4591 0.4508

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 23,119 23,582 23,691 23,081

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.9 -1.1 -1.5 1.1

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 2.0 0.5 -2.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 23,336 23,119 23,582 23,691 23,081

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

11,595 11,830 11,884 11,879

事業所番号 220900

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令和4年度に対して原単位分母である客数レジカウントが対前年比で-0.8％と減少、こ
れに伴いエネルギーの使用量が対前年比で0.04％減となった。再エネ導入店舗もあり結
果的にCO2排出量で対前比2.6％減となったことから原単位排出量においても対前比-
1.8％と減少した。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

基準年2019年度(R1年度）に対して微減(‐0.9%）となっている。コロナ禍において通常
とは異なる運営を強いられる状況であったが、コロナ禍による営業時間の短縮、期間限
定の閉店、などにより本来であればもっと削減しているはずであるが、そんな状況でも
店舗利用からテイクアウト、ドライブスルー、デリバリー、等における利用が急増し、
結果的に業績は前値を上回り、その分がエネルギー使用の増加を招いた関係で微増とい
う結果になった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令和２年度に対して事業業績が+8.2%と増加、これに伴い都市ガスの使用量が対前年比
で10.1％増、LPGが1.0％増、電気が1.3％増となった。結果的にCO2排出量で対前比
2.0％増となった。原単位においては原単位分母である客数レジカウントが対前年比で
＋8.2％とこちらも増加した関係から原単位排出量においては対前比-5.7％と減少し
た。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

令和3年度に対して事業業績が+10.1%と増加、これに伴いエネルギーの使用量が対前年
比で0.5％増となった。結果的にCO2排出量で+対前比0.5％増となった。原単位において
は原単位分母である客数レジカウントが対前年比で＋2.5％とこちらも増加した関係か
ら原単位排出量においては対前比-1.9％と減少した。

事業所番号 220900



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

R2

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

プランドメンテナンスカレンダー等でスケ
ジュール化されたメンテナンス体制で実施

R1以前 R2

7 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

プランドメンテナンスカレンダー等でスケ
ジュール化されたメンテナンス体制で実施

R1以前

R2

6 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

プランドメンテナンスカレンダー等でスケ
ジュール化されたメンテナンス体制で実施

R1以前 R2

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

店舗内の室温管理 R1以前

R2

4 120200
熱源設備・熱
搬送設備

12_冷凍機の効率管
理

プランドメンテナンスカレンダー等でスケ
ジュール化されたメンテナンス体制で実施

R1以前 R2

3 120100
熱源設備・熱
搬送設備

12_燃焼設備の管理
プランドメンテナンスカレンダー等でスケ
ジュール化されたメンテナンス体制で実施

R1以前

R2

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

週単位、月単位でエネルギー使用量の確
認

R1以前 R2

1 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

プランドメンテナンスカレンダー等でスケ
ジュール化されたメンテナンス体制で実施

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 220900



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 220900



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 吉田製薬株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

16 化学工業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

16

所 在 地 東京都中野区中央5-1-10

事 業 者 番 号 2210

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,710 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 医薬品製造販売業

区 分 企業

75 百万円

215従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 221000 吉田製薬株式会社　狭山工場 1,710

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,710

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 狭山工場

所 在 地 １ 狭山市南入曽951

閲 覧 可 能
時 間 １

10：00～15：00（土日、祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部 04-2957-2171 



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,674 3,539 3,509 3,457

（基本方針）
1.環境関連法令等の把握及び順守
2.温室効果ガス（二酸化炭素）排出量の抑制
3.廃棄物の減量化

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,674 3,539 3,509 3,457

そ の 他 ガ ス

代表取締役社長

温暖化対策推進者

入間工場
（総務係）

新狭山物流センター
（事務所）

狭山工場
（総務部）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

6 事業者番号 2210 事業所番号 221000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 狭山市

字 ・ 地 番 南入曽951

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 吉田製薬株式会社　狭山工場
前年度にお

ける事業所数 3

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 16 化学工業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 16

事 業 活 動 の 概 要

　
医薬品製造販売業

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/ｔ

・令和元年度を基準（3,542t-CO2/年）として令和６年度までに
毎年１％削減する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,542 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 吉田製薬株式会社　入間工場 入間市狭山ケ原11-12

3 吉田製薬株式会社　新狭山物流センター 狭山市新狭山1-5-12

番号 事業所名 所 在 地

1 吉田製薬株式会社　狭山工場 狭山市南入曽951

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221000

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,805 1,745 1,728 1,710

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.7 -0.8 -1.5

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,542 3,674 3,539 3,509 3,457

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準 とな る排 出量 に対 する
削 減 率 （ ％ ） -3.7 0.1 0.9 2.4

ハイ ドロ フル オロ カー ボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,674 3,539 3,509 3,457

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.8656 0.9306 0.9085 1.0185

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 7.5 -2.4 12.1

生産重量 ｔ
活 動 規 模 の 指 標 単 位

4,244.57 3,803.03 3,862.43 3,394.31



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221000

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

次の理由により、CO2排出量を前年度比1.5％削減できたと考えられる。
  ・生産状況に合わせてボイラーの稼働台数を減らし、A重油の使用量が昨年と
   比較して削減できた。

電気全体の使用量は増加したが、空調部分の電気については機器更新により削減が行え
た。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・令和元年度CO2排出量：3,542t-CO2
・次の理由により、全体としてCO2排出量が増加したと考えられる。
新型コロナウイルス感染症の影響により、アルコール消毒薬等の増産及び衛生環境維持
のため空調を24時間稼働する施設が増加したことによりCO2の増加となった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

次の理由により、CO2排出量が前年度比3.7％減少したと考えられる。
・狭山工場の製造品目を見直し、製造に関わるエネルギー使用量を削減
・第1種圧力容器（滅菌機）4台を2台に更新しエネルギー使用量を削減

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

次の理由により、CO2排出量を前年度比0.8％削減できたと考えられる。
・24時間稼動させていた狭山工場6棟の内4棟の空調を冬季の夜間停止した。
・入間工場のLED化101台、空冷チラー５台省エネタイプに入れ替えた。



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221000

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 310200
一般管理事
項

31_主要設備等の保
全管理

幹部パトロールを(1回/月）実施し生産設
備、照明等の保全管理

R1以前 R1以前

1 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備 経営会議(1回/月）における省エネ検討 R1以前

R1以前

4 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化
に関する措置

LED電球への入替え R2 R2 8,0

3 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

エネルギー使用量把握し月報作成 R1以前

R3 10.0

6 370700
電動力応用
設備、電気加
熱設備等

37_電気の動力・熱等
への変換の合理化
に関する措置

滅菌機4台から2台へ更新 R3 R3 20.0

5 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化
に関する措置

LED電球への入替え R3

R4 10.0

8 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化
に関する措置

LED電球への入替え R5 R6 5.0

7 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

空調機の更新及び運転時間の管理 R4

R5 10.0

10 320100
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_燃料の燃焼の合
理化に関する措置

ボイラーの使用台数の管理 R5 R6 15.0

9 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

空調機の運転時間管理 R5

13

R5 5.0

12

11 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

空調機更新 R5

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 221000



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅱ類

事 業 者 名 KRF79特定目的会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

69 不動産賃貸業・管理業（テナントビルを含む）

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

69

所 在 地 東京都千代田区飯田橋四丁目7番1号結和税理士法人内

事 業 者 番 号 2211

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,006 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 特定資産の管理にかかる業務

区 分 企業

5,325 百万円

1従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ｂ、Ｃ事業所

Ｂ 221101 TOCOTOCO SQUARE 2,006

合　　計 2,006

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ KRF79特定目的会社

所 在 地 １ 東京都千代田区飯田橋四丁目7番1号結和税理士法人内

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日　午前9時から午後5時

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 ケネディクス・インベストメント・パートナーズ㈱　運用第四部 03-5157-6085



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 1,397 2,846 3,033 3,922

エネルギー消費量の削減を目指す

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 1,397 2,846 3,033 3,922

そ の 他 ガ ス

KRF79特定目的会社
(地球温暖化対策推進者)

プロパティマネジャー

テナント各社

アセットマネジャー

建物管理会社



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 B事業所 （１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

6 事業者番号 2211 事業所番号 221101

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別

B 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL以上の事業所 （種別Cの事業所を除く）
B

事 業 所 名 TOCOTOCO SQUARE

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 所沢市

字 ・ 地 番 東町５丁目２２番

計 画 期 間 4 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 56 各種商品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 56

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容

商業施設の運営

削 減 目 標 量
（ 計 画 期 間 合 計 ）

ｔ-CO2 事 業 所 区 分

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

４年度末に大部分のテナントが入居したためR4年度を基準として
翌年より1％ずつ削減する。

その他ガス

エ ネ ル ギ ー 起 源
CO2 の 削 減

目 標 の 概 要

排 出 可 能 上 限 量
（ 計 画 期 間 合 計 ）

ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

その他ガス

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年度



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 B事業所 （２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221101

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,555 2,006

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

前 年 度 比 （ ％ ） － 29.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,033 3,922

メ タ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

一 酸 化 二 窒 素

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

三 ふ っ 化 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,033 3,922

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

前 年 度 比 （ ％ ） － 29.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.0601 0.0777

面積 m2
活 動 規 模 の 指 標 単 位

50,470.00 50,470.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 B事業所 （３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221101

令和２年９月にリニューアルオープンした。また、随時テナントが入居中であるため、
詳細な要因分析ができていない。次年度以降で要因分析を実施予定

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

リニューアルオープン以降テナント入居途上であり、当初よりプラス26店舗、約7000㎡
のテナント契約面積が増加したため詳細な要因分析ができていない。次年度以降、大部
分が稼働状態となり次第要因分析を実施予定。

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

年度末に、上階のメインとなるテナントが入居し、ほぼ全体の入居が達成されたため、
昨年度の2,846t-CO2(A事業所)から今年度3,033t-CO2(B事業所)へ、6.6%増加した。

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減 無

2023年5月にコロナウイルスが5類感染症に移行したことによる人流の増加により、館全
体の来観客数が2022年度対比120％となった。特に2023年3月に入居した上階テナントに
ついては営業時間も長く、2023年度については2022年度と比較して特にエネルギー使用
量が増加した結果となった。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 B事業所（５） 

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

事業所番号 221101

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区 分
番 号

店舗バックルーム照明のLED化 R3 R3

2 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

１F東側店頭軒ダウンライトのLED化 R4 R4

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

１F北側自転車置き場天井灯のLED化 R4 R4

R4

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

AHU（17台）のリニューアル
制御回路のインバーター化

R6

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

駐車場棟の照明のLED化 R4

7

6 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

エレベーターのリニューアル
制御回路のインバーター化

R6

9

8

11

10

13

12

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 B事業所（６）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221101

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 主要製品・商品：化合物半導体

区 分 企業

100 百万円

111従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

16 化学工業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

16

所 在 地 埼玉県秩父市下影森１５０５

事 業 者 番 号 2212

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,159 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅱ類

事 業 者 名 株式会社レゾナック光半導体

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 - 0494-23-6112

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

○ その他 秩父事業所「ＣＳＲサイトレポート」

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社レゾナック 秩父事業所 受付

所 在 地 １ 秩父市下影森１５０５

閲 覧 可 能
時 間 １ 8：00～16：45（土日祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 3,159

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ｂテナント等 221201 株式会社レゾナック光半導体 3,159

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 8,270 7,779 6,539

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 8,270 7,779 6,539

環境方針
<基本理念>株式会社ﾚｿﾞﾅｯｸ秩父事業所(環境に係る業務を受託している関係会社を含む)は、秩父山麓の豊
かな緑と荒川水系の恵まれた自然環境の中にあり、荒川を利用した水力発電所を備え、化合物半導体等、ｴ
ﾚｸﾄﾛﾆｸｽ関連の多彩な製品群を生産すると共に、新たな研究開発の展開にも取り組んでいます。私達は、地
球環境の保全が最重要課題であると認識し、自らの事業活動から生じる環境負荷の低減に取り組み、豊か
でより良い地球環境の実現に向けて努力します。<行動方針>1.事業所は、企業の社会的責任を深く認識
し、地域社会との対話を深め、理解と信頼の向上に努めます。2.環境に関する法規制及びその他の要求事
項を遵守するため、自主管理基準を設定し、環境の保全に努めます。3.事業所は、ﾗｲﾌｻｲｸﾙの視点を考慮
し、活動・製品・ｻｰﾋﾞｽが係わる環境側面・環境影響を評価、環境負荷の低減等に向けた目標を設定し、そ
の活動を積極的に推進します。4.事業所の活動が環境に及ぼす影響を認識し、継続的な改善と汚染の予防
並びに持続可能な資源の利用に努めます。5.環境ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽの向上を図ると共に、状況の変化を反映させる
べく定期的に見直しを行います。6.事業所は、この環境方針を全従業員並びに協力会社に周知すると共に
社外に公表します。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

秩父事業所推進体制 株式会社レゾナック

光半導体社長

各部門

ＧＬ会議

事務局

地球温暖化対策推進者



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Bテナント等事業所 （１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡/年

令和3年度の排出量から計画期間の削減量を１％以上とします。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 8,270 t-CO2

基準となる
原 単 位

計 画 期 間 4 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 29 電気機械器具製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 29

事 業 活 動 の 概 要

化合物半導体材料の製造

6 事業者番号 2212 事業所番号 221201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 秩父市

字 ・ 地 番 下影森1505

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

株式会社レゾナック　秩父事業所

事業所種別
Bテナント等  … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL以上であり、他の事業所の一
部である事業所Bテナント等

事 業 所 名 株式会社レゾナック光半導体



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Bテナント等事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

生産量 ㎡/年
活 動 規 模 の 指 標 単 位

807.93 590.50 255.86

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 28.7 94.0

エネルギー起源CO2排出量原単位 10.2360 13.1736 25.5569

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 8,270 7,779 6,539

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.0 5.9 20.9

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -5.9 -15.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 8,270 8,270 7,779 6,539

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,984 3,747 3,159

事業所番号 221201

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Bテナント等事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

光半導体の生産量減少による使用電力減少。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

2022年12月でレアアース事業生産終了の為、LPG（Kg)、灯油、電気使用量が減少。

事業所番号 221201



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 Bテナント等事業所 （４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

R5 14.0

4

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

3棟エピ室空調機更新

R3 21.0

2 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

電子材第４棟　コンプレッサ　高効率化更
新

R3 2.0

1 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

電子材第4棟　空調用チラー設備　高効率
化更新

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 221201



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Bテナント等事業所 （５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 221201



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
設立年月：1967年9月
事業内容：飲食料品等の小売販売

区 分 企業

2,868 百万円

22,116従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

58 飲食料品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

58

所 在 地 神奈川県横浜市西区みなとみらい6-3-6

事 業 者 番 号 2213

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

6,572 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 オーケー株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部 045-263-6062

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ オーケー株式会社　本社

所 在 地 １ 神奈川県横浜市西区みなとみらい6-3-6

閲 覧 可 能
時 間 １ 8:00～16:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 6,572

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 221300 オーケー株式会社　川口店 6,572

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 11,171 11,930 12,919

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 11,171 11,930 12,919

オーケーの経営方針、「高品質・Every Low Price」のほか、地球環境にやさしい店舗運営を心
がけ、CO2の排出削減に取り組んでおります。
(1)店舗運営におけるゴミ排出の削減、レジ袋の有償化によりCO2を削減する。
(2)使用電力の効率化を図り、無駄な電力消費を抑え、CO2を削減する。
(3)設備更新に当っては、省エネ型への転換を図り、CO2を削減する。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

計画管理責任者
（代表取締役社長）

店舗運営本部 店舗開発部 建設設備
計画推進責任者
総務部 部長

(地球温暖化対策推進者)

埼玉県内15店舗(推進責任者）

川口店 ｾﾝﾀｰ長 浦和原山店 ｾﾝﾀｰ長 川口末広店 店長 川越店 ｾﾝﾀｰ長

大宮宮原店 店長 草加舎人店 店長 与野店 店長 戸田駅前店 ｾﾝﾀｰ長

北戸田店 店長 三郷中央店 店長 武蔵浦和店 ｾﾝﾀｰ長 所沢店 店長

川口芝店 店長 新座北野店 ｾﾝﾀｰ長 新座野火止店 店長



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.3494 t-CO2/千㎡×億円

令和３年度を基準(0.3494t-CO2/t)として原単位を毎年１％ずつ改
善していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 15

計 画 期 間 4 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 58 飲食料品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 58

事 業 活 動 の 概 要

飲食料品等の小売販売

6 事業者番号 2213 事業所番号 221300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川口市

字 ・ 地 番 飯塚2-1-11

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 オーケー株式会社　川口店



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14 オーケー株式会社　新座北野店 新座市北野3-4-5

15 オーケー株式会社　新座野火止店 新座市野火止1-13-13

12 オーケー株式会社　所沢店 所沢市東町5-22

13 オーケー株式会社　川口芝店 川口市芝4378-1

10 オーケー株式会社　三郷中央店 三郷市中央3-33-8

11 オーケー株式会社　武蔵浦和店 さいたま市南区白幡1-15-25

8 オーケー株式会社　戸田駅前店 戸田市新曽662

9 オーケー株式会社　北戸田店 戸田市笹目北町2-19

6 オーケー株式会社　草加舎人店 草加市遊馬町2-1

7 オーケー株式会社　与野店 さいたま市中央区新中里3-20-30

4 オーケー株式会社　川越店 川越市小仙波691-1

5 オーケー株式会社　大宮宮原店 さいたま市北区植竹町1-820-5

2 オーケー株式会社　浦和原山店 さいたま市緑区原山4-1-1

3 オーケー株式会社　川口末広店 川口市末広2-17-11

番号 事業所名 所 在 地

1 オーケー株式会社　川口店 川口市飯塚2-1-11

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延床面積×売上高 千㎡×億円

活 動 規 模 の 指 標 単 位
31,972.79 38,904.17 47,787.63

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 0.0 12.2 22.6

前 年 度 比 （ ％ ） － -12.2 -11.8

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.3494 0.3494 0.3067 0.2703

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 11,171 11,930 12,919

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 6.8 8.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 11,171 11,930 12,919

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

5,683 6,069 6,572

事業所番号 221300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

2022年8月30日新座北野店が開店後1年経過、2023年10月3日新座野火止店が開店のた
め、エネルギー使用量が増加した。また、エネルギー起源CO2排出量原単位が店舗拡
大、売上増加に伴い減少した。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

2021年8月12日開店の川口芝店が開店後1年経過、2022年8月30日新座北野店が開店のた
め、エネルギー使用量が増加した。また、エネルギー起源CO2排出量原単位が店舗拡
大、売上増加に伴い減少した。

事業所番号 221300



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

R4

8

7 120200
熱源設備・熱
搬送設備

12_冷凍機の効率管
理

非効率な冷ケースの入れ替え R4

R4

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

不要箇所照明の間引き R5 R5

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

既存ランプのＬＥＤ化 R4

R4

4 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

フィルター定期交換の実施 R4 R4

3 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

月毎のエネルギー使用量の集計・分析 R4

R4

2 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

空調機・受変電設備の点検・検針 R4 R4

1 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

空調機・照明設備等の保全管理 R4

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 221300



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 221300



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 埼北東洋株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

47 倉庫業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

47

所 在 地 埼玉県加須市古川１丁目１番地２

事 業 者 番 号 2214

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,752 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
設立年月日：1986年11月
主に食品を扱う冷蔵倉庫業

区 分 企業

50 百万円

27従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 221400 埼北東洋株式会社　加須冷凍工場 1,752

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,752

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２ 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字屏風200-8

閲 覧 可 能
時 間 ２ 常設

その他

○

閲 覧 場 所 １ 加須冷凍工場（本社）事務所

所 在 地 １ 埼玉県加須市古川１丁目1番地２

閲 覧 可 能
時 間 １ 常設

閲 覧 場 所 ２ 埼玉杉戸物流センター事務所

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2 埼玉杉戸物流センター 0480-48-6671

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 加須冷凍工場 0480-68-6511



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,308 3,441 3,462

別紙にて既存の資料を添付する

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,308 3,441 3,462

そ の 他 ガ ス



埼北東洋㈱は、東洋水産のグループ企業として「やる気と誠意」の精神を継承し、「Smiles for All. 」の
スローガンのもと、ステークホルダーの皆さまが笑顔になれるよう 品質・サービスを継続的に改善いたします。
更に地球環境や資源の保護にも配慮し、社内教育を通して持続可能な社会の実現に取り組んで参ります。

1. 安心・安全なサー ビスの提供
安心・安全を第一に、社員一丸となってお客様に信頼される企業を目指します。

2. お客様満足度の向上
お客様の声に耳を傾け、より満足度の高いサービスの提供と作業品質の向上に取り組みます。

3. 人材育成と評価制度の改革
社員一人ひとりが持つ固有技能と、個性を大切に育むことで その力の発揮できる方向性を見極め、
個々が意欲的に、そして自発的に知識の習得と技術の向上に向けて取り組める土壌を作ります。

4. 持続可能な社会の実現
CO2などの温室効果ガスや産業廃棄物の削減、水の使用量削減や水質の適切な管理、
またエネルギー使用の合理化に向けた取組み等を通じて環境負荷の低減に努めるとともに、
自然に配慮した物流とサー ビスの提供を通して、地球に暮す生物の多様性保全を推進します。

5. 法令遵守と情報の発信
事業に関連する全ての法令等を遵守するとともに、現代社会のニーズに適応した情報を発信し、
ステークホルダーの信頼や要望に応えます。

6. ダイバーシティの推進
全ての社員が自身と家族のため、ワークライフバランスの取れた充実した私生活を送るとともに
活き活きと活躍できる職場環境づくりに取り組みます。

埼北東洋株式会社 品質· 環境方針

2022年6月23日
埼北東洋株式会社　トップマネジメント　　

印



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

6 事業者番号 2214 事業所番号 221400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 加須市古川

字 ・ 地 番 １丁目1番地２

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 埼北東洋株式会社　加須冷凍工場
前年度にお

ける事業所数 2

計 画 期 間 4 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 47 倉庫業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 47

事 業 活 動 の 概 要

主に食品を扱う冷蔵倉庫業

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

19.7471 t-CO2/kt/年

2020年度を基準(19.74t-CO2/kt/年)とし、原単位ベースで
毎年1％の削減を目標に取り組んで参ります。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 埼北東洋㈱ 埼玉杉戸物流センター 北葛飾郡杉戸町大字屏風200-8

3

番号 事業所名 所 在 地

1 埼北東洋株式会社　加須冷凍工場 加須市古川１丁目1番地２

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,673 1,741 1,752

前 年 度 比 （ ％ ） － 4.0 0.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,308 3,441 3,462

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,308 3,441 3,462

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 19.7471 17.9618 17.5534 18.8829

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 9.0 11.1 4.4

前 年 度 比 （ ％ ） － -2.3 7.6

取扱い数量 kt/年
活 動 規 模 の 指 標 単 位

172.33 184.17 196.03 183.34



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221400

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

前年に比べ入出庫物量が減少する中、猛暑による冷却設備の使用電力量増加等の理由に
より、エネルギー起源CO2排出量原単位が増加し計画達成に至らなかった。
また冷却設備が一部不調だった事も電力量増加の一因起因と捉えており、
2024年度はメンテナンスに注力し使用電力量の適性化に取り組んでいく。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

加須冷凍工場における一部区域の運用が一定期間停止していた事により使用電力量が減
少、また夜間電力活用の推進が熱量換算係数に良い影響を与えた。
更に年間取扱い数量（ｋｔ）が前年より増えたことで排出量原単位が下がり
前年を大きく下回る結果に繋がった。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

両工場共に稼働時間が伸びたことで電力量の消費が増加したが、
それに比例する形で取扱い数量（ｋｔ）も伸びており
結果としてCO2排出量原単位が下がり前年を下回った。



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221400

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R4 1.0

2 490200 その他
49_その他の削減対
策

荷捌室の一部温度変更（６℃→10℃） R4 R4 3.0

1 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

トイレ照明のＬＥＤ化 R4

R4 1.0

4 320200
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

ﾃﾞｼｶﾝﾄ陽圧空調機の稼働期間見直し R4 R4 2.0

3 310200
一般管理事
項

31_主要設備等の保
全管理

テナント共用部使用電力量の削減要請 R4

R4 2.0

6 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

冷凍機の更新工事（自然冷媒へ切替） R5 R5 5.0

5 490200 その他
49_その他の削減対
策

夜間作業における作業エリアの制限 R4

R5 2.0

8 490200 その他
49_その他の削減対
策

グリーン電力の購入 R6 2.0

7 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

連絡通路の常時閉鎖（通行時のみ開閉）
*空気の流入出が減り、温度が保たれること
でクーラーの稼働が減る

R5

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 221400



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 一般貨物自動車運送事業

区 分 企業

2,176 百万円

1,963従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

44 道路貨物運送業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

44

所 在 地 東京都新宿区若松町33-8

事 業 者 番 号 2215

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,861 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 名糖運輸株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 事業管理部 03-5291-8110

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 名糖運輸株式会社　本社

所 在 地 １ 東京都新宿区若松町33-8

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日9時～17時

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,861

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 221500 日高物流センター 1,861

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,620 3,328 3,612

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,620 3,328 3,612

食品物流サービスを提供する企業として「地球環境にやさしい物流基盤の構築」を重点課題とし
て掲げます。

代表取締役社長　⇒　営業本部長　⇒　温暖化対策推進者（事業管理部長）

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

令和3年度のエネルギー起源CO2を基準として年６％削減する

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,620 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 4

計 画 期 間 4 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 44 道路貨物運送業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 44

事 業 活 動 の 概 要

貨物自動車を使用した運送事業

6 事業者番号 2215 事業所番号 221500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 日高市

字 ・ 地 番 大字馬引沢338-6

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 日高物流センター



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4 三芳営業所 入間郡三芳町大字北永井６３６－２

5

2 首都圏物流センター 所沢市大字中富861

3 埼玉物流センター 所沢市大字亀ケ谷１４６－１

番号 事業所名 所 在 地

1 日高物流センター 日高市大字馬引沢338-6

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

44,948.00 42,213.00 42,213.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -2.1 8.5

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0805 0.0788 0.0856

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,620 3,328 3,612

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.0 8.1 0.2

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -8.1 8.5

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,620 3,620 3,328 3,612

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,841 1,685 1,861

事業所番号 221500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

三芳営業所において倉庫の管理温度（冷蔵⇒冷凍）設定にしたため。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

1事業所廃止（事業規模縮小の為）

事業所番号 221500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

R4 46.0

2

1 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

日高物流センターの冷凍冷蔵設備一部更
新

R4

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 221500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 221500



























地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 匠大塚株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

25,519 ㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

60 その他の小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

60

所 在 地 埼玉県春日部市粕壁東2-5-1

事 業 者 番 号 2218

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

670 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
設立年月日:2015年7月1日
事業所開店日:2016年6月29日
事業内容:家具インテリアの小売り・卸売り

区 分 企業

30 百万円

97従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 221800 匠大塚　春日部本店 670

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 670

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 春日部本店　2階

所 在 地 １ 埼玉県春日部市粕壁東2-5-1

閲 覧 可 能
時 間 １ 10:00-18:00(定休日と元旦を除く)

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 匠大塚　春日部本店 048-763-4001



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 1,299 1,257 1,312

(基本方針)
　1.基本理念　環境にやさしい店づくりを目指し企業の社会的責任を果たします。
　2.基本方針　基本理念に基づき、次の活動を実施します。
　　①事業活動に関連する法的要求等を遵守します。
　　②事業活動による環境負荷を低減し、豊かな社会づくりに貢献します。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 1,299 1,257 1,312

そ の 他 ガ ス

代表取締役社長

店長（地球温暖化対策推進者）

営業統括部



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

6 事業者番号 2218 事業所番号 221800

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 春日部市粕壁東

字 ・ 地 番 2-5-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 匠大塚　春日部本店
前年度にお

ける事業所数 1

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 60 その他の小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 60

事 業 活 動 の 概 要

家具インテリアの小売り・卸売り
従業員数97名(役員、パートアルバイト含)

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0509 t-CO2/㎡

2021年度のエネルギー起源排出量を基準として、令和6年度まで
に、年単位で0.5%削減を目標とする

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 1,299 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2

3

番号 事業所名 所 在 地

1 匠大塚　春日部本店 春日部市粕壁東2-5-1

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221800

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

663 642 670

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.2 4.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 1,299 1,299 1,257 1,312

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.0 3.2 -1.0

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 1,299 1,257 1,312

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0509 0.0509 0.0493 0.0514

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 0.0 3.2 -1.0

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.2 4.4

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

25,519.00 25,519.00 25,519.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221800

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

2022年度の空調設備故障が、2023年度は修理して使用したことにより、前年度からの増
加幅は大きいが、2021年度との比較では、同じ程度であった。前年を上回る猛暑、厳寒
になっているが、扉の開閉や、待機電力の削減、での調整をこまめにを行って温度を保
つようにした。
ガスの使用量については、使用場所の営業日数が増えたことと、設備を増やしたこと
が、排出量増の要因となった。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

初めて提出するため、記載なし

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

気温上昇と気温低下の時期は、使用量が前年を倍近く上回ることがあったが、空調設備
故障により、空調設備が一時使用できなかったため、若干の減少となった。



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221800

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R4

2 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

エネルギーの毎月の使用量を把握し月報
を作成

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 地球温暖化対策推進体制を定めた R4

R5

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

適切な温度設定により、過度な使用を控え
る

R5 R5

3 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

退社時におけるOA機器の電源OFFの徹底
(待機電力削減)

R5

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 221800



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社しまむら

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

57 織物・衣服・身の回り品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

57

所 在 地 さいたま市大宮区北袋町1-602-1

事 業 者 番 号 2219

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

5,450 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

株式会社しまむら

事業活動の
概 要

事 業 内 容 衣料品の販売

区 分 企業

17,086 百万円

19,356従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 221900 ファッションセンターしまむら鴻巣店 5,450

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 5,450

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 本社

所 在 地 １ さいたま市大宮区北袋町1-602-1

閲 覧 可 能
時 間 １ 月～木　９時～１７時（祝祭日除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 店舗管理部 048-631-2138



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 10,830 9,034 10,544

しまむらグループは、廃棄物の削減や、CO2排出量の削減など、環境に配慮した事業活動を行い
ます。
取組
・廃棄物の削減:資源のリサイクル推進
・気候変動への取組み：空調機器の省エネ化、LED照明への切り替え

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 10,830 9,034 10,544

そ の 他 ガ ス

エネルギー管理統括者
（執行役員）

エネルギー管理推進
者・地球温暖化対策推

計画書等の取りまとめ
（店舗管理部）

店舗（2177店舗）
※埼玉県内店舗含む

店長を中心に
会社方針に基づき
地球温暖化対策に

努めます。



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

6 事業者番号 2219 事業所番号 221900

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 鴻巣市

字 ・ 地 番 氷川町11-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ファッションセンターしまむら鴻巣店
前年度にお

ける事業所数 154

計 画 期 間 4 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 57 織物・衣服・身の回り品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 57

事 業 活 動 の 概 要

綜合衣料品の販売

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

令和3年度の排出量を基準として、年平均 1％削減。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 10,830 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 別紙

3

番号 事業所名 所 在 地

1 ファッションセンターしまむら鴻巣店 鴻巣市氷川町11-1

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



店名
1 ファッションセンターしまむら鴻巣店 鴻巣市氷川町１１ー１
2 ファッションセンターしまむら北本店 北本市中央１−１１２
3 ファッションセンターしまむら城北店 さいたま市岩槻区大字岩槻６９２８
4 ファッションセンターしまむら花田店 越谷市花田２−２−３
5 ファッションセンターしまむら新藤塚店 春日部市藤塚２３００−２１
6 ファッションセンターしまむら西上尾店 上尾市中分１−１０−１
7 ファッションセンターしまむら伊刈FM店 川口市芝下３−４６−１４
8 ファッションセンターしまむら大袋店 越谷市大道５９６
9 ファッションセンターしまむら加須店 加須市三俣２丁目２２番地６
10 ファッションセンターしまむら八潮店 八潮市中央２−２１−９
11 ファッションセンターしまむら行田店 行田市佐間２−１−３４
12 ファッションセンターしまむら羽生店 羽生市南６−３−６
13 ファッションセンターしまむら北春日部店 春日部市栄町３−９９
14 ファッションセンターしまむら菖蒲店 久喜市菖蒲町菖蒲６００７−４
15 ファッションセンターしまむら坂田店 桶川市坂田東３−２６−２
16 ファッションセンターしまむら三橋店 さいたま市大宮区三橋２−７８３
17 ファッションセンターしまむら八幡店 草加市八幡町２８
18 ファッションセンターしまむら朝日店 川口市朝日４−８−２６
19 ファッションセンターしまむら七里店 さいたま市見沼区東宮下３７９
20 ファッションセンターしまむら鷲宮店 久喜市鷲宮町鷲宮３−２２７８−１
21 ファッションセンターしまむら東大宮店 さいたま市見沼区東大宮２−２６
22 ファッションセンターしまむら大和田店 さいたま市見沼区大和田２−１３４３−１
23 ファッションセンターしまむら戸ケ崎店 三郷市戸ヶ崎３−７４５−１
24 ファッションセンターしまむら南越谷店 越谷市新越谷１丁目４３番地１
25 ファッションセンターしまむら一ノ割店 春日部市一ノ割３−１−１１



26 ファッションセンターしまむら三室店 さいたま市緑区道祖土３−４−１８
27 ファッションセンターしまむら上尾本町店 上尾市本町５−１０−１
28 ファッションセンターしまむら吹上店 鴻巣市鎌塚５−１−３８
29 ファッションセンターしまむら蓮田FM店 蓮田市山ノ内３−９
30 ファッションセンターしまむら南平野店 さいたま市岩槻区南平野４−９−１
31 ファッションセンターしまむら南桜井店 春日部市新宿新田３２２−１６
32 ファッションセンターしまむら幸手店 幸手市東２−２５−１３
33 ファッションセンターしまむら白岡店 白岡市小久喜９８６
34 ファッションセンターしまむら伊奈店 北足立郡伊奈町中央五丁目８１番地
35 ファッションセンターしまむら吉野町店 さいたま市北区吉野町２−２１４−１
36 ファッションセンターしまむら西大宮FM店 さいたま市西区宮前町２２０
37 ファッションセンターしまむら峯店 川口市峯９２０
38 ファッションセンターしまむら瀬崎店 草加市瀬崎５丁目２番６号
39 ファッションセンターしまむらﾋﾞﾊﾞﾓｰﾙ加須店 加須市下高柳１−２９
40 ファッションセンターしまむら栗橋店 久喜市松永１丁目２番地
41 ファッションセンターしまむら吉川店 吉川市保１−３８−１４
42 ファッションセンターしまむら井戸木店 上尾市井戸木２−２１−４
43 ファッションセンターしまむら東浦和店 さいたま市南区大字大谷口５５９１
44 ファッションセンターしまむら戸田南店 戸田市南町８−３６
45 ファッションセンターしまむら越谷ツインシティ店 越谷市弥生町１７−１
46 ファッションセンターしまむら吉川南FM店 吉川市美南５−１１−４
47 ファッションセンターしまむら幸手北FM店 幸手市北２−５−６
48 ファッションセンターしまむら飯仲小前FM店 川口市川口５−１１−２
49 ファッションセンターしまむらベスタ東鷲宮店 久喜市桜田２−６−１
50 ファッションセンターしまむら宮代店 南埼玉郡宮代町道佛１丁目１番５０号
51 ファッションセンターしまむら南与野店 さいたま市中央区鈴谷２−７６５−３



52 ファッションセンターしまむら錦町店 蕨市錦町４−３−１０
53 ファッションセンターしまむら三郷中央店 三郷市中央３丁目２番地７
54 ファッションセンターしまむら久喜店 久喜市本町６−１５−３
55 ファッションセンターしまむら新栄店 草加市新栄１−３２−２
56 ファッションセンターしまむらﾍﾞﾆﾊﾞﾅｳｫｰｸ桶川店 桶川市下日出谷東二丁目１５番１
57 ファッションセンターしまむら西友与野店 さいたま市中央区下落合３−７−９
58 ファッションセンターしまむら浦和美園店 さいたま市岩槻区美園東１−６−５
59 ファッションセンターしまむらベルクスタウン草加谷塚店 草加市谷塚上町２７１−１
60 ファッションセンターしまむらまるひろ南浦和店 さいたま市南区南本町１−７−４
61 ファッションセンターしまむら東松山駅前FM店 東松山市箭弓町１−１６−１８
62 ファッションセンターしまむら小川FM店 比企郡小川町小川４６０−９
63 ファッションセンターしまむら花園店 深谷市小前田４１０ー２
64 ファッションセンターしまむら児玉店 本庄市児玉町吉田林１９３−１
65 ファッションセンターしまむら入間店 入間市豊岡１−１５−１８
66 ファッションセンターしまむら的場店 川越市的場新町１５−４
67 ファッションセンターしまむら下藤沢店 入間市下藤沢２−３４−４
68 ファッションセンターしまむら片山店 新座市片山２−１４
69 ファッションセンターしまむら旭ヶ丘店 日高市大字旭ヶ丘６９２−１
70 ファッションセンターしまむら中新井店 所沢市中新井２−７０−１
71 ファッションセンターしまむら宮寺店 入間市宮寺２７９３−３
72 ファッションセンターしまむら鶴瀬店 富士見市上沢１−１
73 ファッションセンターしまむら上柴店 深谷市上柴町東３−１４−５
74 ファッションセンターしまむら笠幡店 川越市笠幡１０７−２１
75 ファッションセンターしまむら北入曽店 狭山市北入曽御狩場７２０−１
76 ファッションセンターしまむら新河岸店 川越市大字砂新田７５−１
77 ファッションセンターしまむら入間野田ﾓｰﾙ店 入間市大字野田８９４−１



78 ファッションセンターしまむら高坂FM店 東松山市あずま町２−８−１
79 ファッションセンターしまむらつきのわ店 比企郡滑川町月の輪１ー４−１
80 ファッションセンターしまむら鶴ケ島店 鶴ヶ島市上広谷４３８−１
81 ファッションセンターしまむら大井店 ふじみ野市鶴ヶ岡２−１−１
82 ファッションセンターしまむら東松山店 東松山市小松原町１７−２２
83 ファッションセンターしまむら越生店 入間郡越生町上野１０６９
84 ファッションセンターしまむら飯能店 飯能市大字中山字鶴舞５４５−１
85 ファッションセンターしまむら上里店 児玉郡上里町大字七本木１２４１
86 ファッションセンターしまむら坂戸店 坂戸市泉町６−６
87 ファッションセンターしまむら影森店 秩父市下影森７０２
88 ファッションセンターしまむら本庄店 本庄市朝日町３−１９−２６
89 ファッションセンターしまむら新狭山店 狭山市東三ツ木１５６−２０
90 ファッションセンターしまむら西大和団地店 和光市西大和団地１−２０
91 ファッションセンターしまむら秩父店 秩父市黒谷下原１１９２
92 ファッションセンターしまむら上野台店 深谷市上野台３３１０
93 ファッションセンターしまむら江南店 熊谷市江南中央２−１８−１
94 ファッションセンターしまむら旭町店 川越市旭町２−１１−１
95 ファッションセンターしまむら藤久保店 入間郡三芳町大字藤久保字俣埜５２６２
96 ファッションセンターしまむら宮元町店 川越市宮元町４０−２
97 ファッションセンターしまむら東所沢店 所沢市東所沢２−１１−１
98 ファッションセンターしまむら川島ｲﾝﾀｰ店 比企郡川島町大字上伊草２１０
99 ファッションセンターしまむら野火止FM店 新座市野火止７丁目１０−５５
100 ファッションセンターしまむら円光店 熊谷市円光１−１５−１４
101 ファッションセンターしまむら上宗岡店 志木市上宗岡２−１５−１０
102 ファッションセンターしまむら朝霞FM店 朝霞市本町１−１２−１０
103 ファッションセンターしまむら妻沼店 熊谷市弥藤吾４１７−１



104 バースデイ宮原店 さいたま市北区宮原町１−２００
105 バースデイ西大宮FM店 さいたま市西区宮前町２２０
106 バースデイベルクスタウン草加谷塚店 草加市谷塚上町２７１−１
107 バースデイ伊刈FM店 川口市芝下３−４６−１４
108 バースデイ幸手店 幸手市大字上高野１４１６
109 バースデイ蓮田店 蓮田市関山２−２−１０
110 バースデイ花田FM店 越谷市花田２−２−３
111 バースデイ飯仲小前FM店 川口市川口５−１１−２
112 バースデイ行田店 行田市佐間１−９−５
113 バースデイﾍﾞﾆﾊﾞﾅｳｫｰｸ桶川店 桶川市下日出谷東二丁目１５番１
114 バースデイ南平野店 さいたま市岩槻区南平野３−２６−１１
115 バースデイ金明町店 草加市金明町７５８−１
116 バースデイ入間野田ﾓｰﾙ(Sm/Br）店 入間市大字野田８９４−１
117 バースデイ本庄店 本庄市西富田字北原３３８−１
118 バースデイ北入曽店 狭山市大字北入曽字御狩場７２０−１
119 バースデイ新所沢店 所沢市花園２−２３４８−１
120 バースデイ東松山駅前FM店 東松山市箭弓町１−１６−１８
121 バースデイ新河岸店 川越市砂新田６８番地                         追加
122 バースデイ朝霞FM店 朝霞市本町１−１２−１０
123 バースデイ箱田店 熊谷市箱田１−１３−２５
124 シャンブル蓮田FM店 蓮田市山ノ内３−９
125 シャンブル東松山FM店 東松山市小松原町１７−１４
126 シャンブル入間野田FM（Av/Cm）店 入間市大字野田６３３−１
127 シャンブル小川FM店 比企郡小川町小川４６０−９
128 シャンブル籠原FM店 熊谷市拾六間７２３−２
129 シャンブル新河岸FM店 川越市大字砂新田７５−１                       追加



130 シャンブル野火止FM店 新座市野火止７−１０−５５
131 ディバロ西大宮FM店 さいたま市西区宮前町２２０
132 アベイル行田藤原店 行田市藤原町２−１２−２
133 アベイル蓮田FM店 蓮田市山ノ内３−９
134 アベイル鴻巣店 鴻巣市神明２−１−７
135 アベイル城北店 さいたま市岩槻区南辻７番
136 アベイル吉川南FM店 吉川市美南５−１１−４
137 アベイル幸手北FM店 幸手市北２−５−６
138 アベイル西大宮FM店 さいたま市西区宮前町２３６
139 アベイル鳩ヶ谷里店 川口市大字里８８３−１
140 アベイル八潮店 八潮市大字大曽根６８６−１
141 アベイル春日部店 春日部市小渕２４３−１１
142 アベイル本庄店 本庄市朝日町３−１７−２４
143 アベイル新狭山店 狭山市東三ツ木１６９−１
144 アベイル入間野田FM店 入間市大字野田６３３−１
145 アベイル和ヶ原店 所沢市和ヶ原１−１９２−１
146 アベイル坂戸店 坂戸市にっさい花みず木２−１２−１
147 アベイル籠原FM店 熊谷市拾六間７２３−２
148 アベイル花園店 深谷市小前田４６４
149 アベイル高坂FM店 東松山市あずま町２−８−１
150 アベイル鶴瀬店 富士見市上沢１−１−３２
151 アベイル上宗岡店 志木市上宗岡５−６−３４
152 しまむら本社 さいたま市大宮区北袋1-602-1
153 しまむら桶川ｾﾝﾀｰ店 桶川市赤堀２−３−１
154 しまむら東松山ｾﾝﾀｰ店 東松山市坂東山４



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221900

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

5,600 4,676 5,450

前 年 度 比 （ ％ ） － -16.6 16.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 10,830 10,830 9,034 10,544

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.0 16.6 2.6

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 10,830 9,034 10,544

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0544 0.0462 0.0535

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -15.0 15.6

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

199,083.00 195,364.00 197,227.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221900

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

・店舗数の増加　2022年度：152店舗、2023年度：154店舗　+2店舗

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

・店舗数の減少　2021年度：156店舗、2022年度：152店舗　-4店舗



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 221900

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R4

2

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 地球温暖化対策推進体制を定めた R4

4

3

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 221900



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
設立年月日：平成17年12月
事業内容：商業施設運営・管理（ショッピングモール）

区 分 企業

99 百万円

12従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

69 不動産賃貸業・管理業（テナントビルを含む）

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

69

所 在 地 東京都荒川区町屋3-20-13

事 業 者 番 号 2220

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,041 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社平和アルミ製作所

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

27,894 ㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 ヘイワールド管理事務所 048-540-6770 info@heyworld.co.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ ヘイワールド!!管理事務所

所 在 地 １ 北本市深井6-87

閲 覧 可 能
時 間 １ 月～金　9～17時（土日、祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,041

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 222000 ヘイワールド!! 1,041

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:048-540-6770info@heyworld.co.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,268 2,105 2,086

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 2,268 2,105 2,086

（基本方針）
１基本理念
環境にやさしい商業施設を目指し、企業の社会的責任を果たす。
２基本方針
基本理念に基づき、次の環境マネージメント活動を実施する。
①環境目的及び環境目標を定め、環境マネージメントシステムの継続的改善を推進す
る。
②事業活動に関連する法的要求事等を遵守する。
③事業活動による環境付加を低減し、豊かな社会づくりに貢献する。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

代表取締役

本社 経営企画部
（地球温暖化対策推進者：次長）

ヘイワールド!! 管理事務所
（施設運営部）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

順次対応予定

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/

令和３年度実績排出量を維持、もしくは更なる削減を目指し取り
組む次第です。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 2,268 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 1

計 画 期 間 3 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 56 各種商品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 56

事 業 活 動 の 概 要

ヘイワールド!! 商業施設運営・管理（本社及びテナント）

6 事業者番号 2220 事業所番号 222000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 北本市

字 ・ 地 番 深井6-87

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ヘイワールド!! 



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2

3

番号 事業所名 所 在 地

1 ヘイワールド!! 北本市深井6-87

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

活 動 規 模 の 指 標 単 位

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） －

エネルギー起源CO2排出量原単位

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,268 2,105 2,086

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.0 7.2 8.0

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -7.2 -0.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,268 2,268 2,105 2,086

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,133 1,051 1,041

事業所番号 222000

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令和5年度も下記の理由により、全体としてCO2排出量が減少し改善しました。
・2期連続でのエネルギー起源CO2の削減が実現しました。具体的には照明時間の短縮と
こまめな照明時間の設定やエアコンの温度管理の徹底が効果を発揮しました。電気およ
びガスの使用に関しては、制御の強化、時間管理の最適化、温度の効果的な管理を行う
ことで、持続的な削減を実現しています。今後もこの取り組みを継続し、電気とガスの
使用における持続可能な管理を進めてまいります。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

令和4年度は下記の理由により、全体としてCO2排出量が減少したと考えられる。
・ヘイワールド一階共用部及びユニクロにおいてオープン当初おり17年以上経過してい
た空調設備の更新が行われたことでエネルギー効率が向上しました。これにより、冷暖
房に必要な電力の消費量が削減され、CO2排出量の削減につながりました。さらに、日
中に3階の照明と空調機を停止したことにより、電力の使用量が大幅に削減されまし
た。結果、前年比で7.2％の電力量削減が達成されました。更にCO2排出量の減少が実現
出来るように努力してまいります。

事業所番号 222000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15 120200
熱源設備・熱
搬送設備

12_冷凍機の効率管
理

デマンドレスポンス契約による、節電対策 R6

14 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

日中館内一部照明の消灯による省エネ対
策

R6

13 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 地球温暖化対策計画対策会議開催 R6

R5

12 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

未LED個所のLED化計画 R6

11 120200
熱源設備・熱
搬送設備

12_冷凍機の効率管
理

デマンドレスポンス契約による、節電対策 R5

R5

10 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

共用部の空調機メンテナンス清掃 R5 R5

9 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

日中館内一部空調の消灯・温度制御による
省エネ対策

R5

R5

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

日中館内一部照明の消灯による省エネ対
策

R5 R5

7 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 地球温暖化対策計画対策会議開催 R5

R4

6 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

共用部の空調機更新 R4 R4

5 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

共用部の空調機メンテナンス清掃 R4

R4

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

日中館内一部空調の消灯・温度制御による
省エネ対策

R4 R4

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

日中館内一部照明の消灯による省エネ対
策

R4

R3

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 地球温暖化対策計画対策会議開催 R4 R4

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 地球温暖化対策計画対策会議開催 R3

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 222000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

ヘイワールドでは、2021年（R3）4月から2024年(R6)3月の期間において、エネルギー起源のCO2排出量
を算出するために電気とガス（液化石油ガス/LPG/プロパン）の2種類の燃料を使用しました。

年度ごとの電気とガス使用量は以下の通りです。

【電気】
（令和3年度）2021年4月から2022年3月    使用量: 4,018,432kWh
（令和4年度）2022年4月から2023年3月　　使用量: 3,683,057kWh
（令和5年度）2023年4月から2024年3月　　使用量: 3,643,509kWh

【ガス】
（令和3年度）2021年4月から2022年3月    使用量: 46,959.3㎥
（令和4年度）2022年4月から2023年3月    使用量: 47,384.4㎥
（令和5年度）2023年4月から2024年3月　　使用量: 47,216.0㎥

これらのデータを基に、当施設のエネルギー起源のCO2排出量を計算しています。電気とガスの燃料使
用量を正確に把握し、CO2排出量の算出を行うことは、環境に対する取り組みや改善策の策定において
重要な要素となります。
ヘイワールドでは、CO2削減に向けた取り組みを積極的に行っています。省エネルギーを意識した設備
更新や日中の照明および空調機の停止など、具体的な対策を実施しました。これらの取り組みにより、
前年比1％の電力量削減を達成し、全体的にCO2排出量の減少に貢献したと自己評価しており、努力が実
を結んだと確信しています。今後も更にCO2排出量の減少の実現出来るように努力してまいります。

事業所番号 222000



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 ガス導管事業等

区 分 企業

10,000 百万円

4,300従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

34 ガス業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

34

所 在 地 東京都港区海岸1-5-20

事 業 者 番 号 2221

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,742 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 東京ガスネットワーク株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 人事総務部 総務広報渉外グループ 03-5400-3128

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,742

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://www.tokyo-gas.co.jp/network/about/other/torikumi/index.html

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 222100 東京ガスネットワーク株式会社　北浦和ビル 1,742

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

https://www.tokyo-gas.co.jp/network/about/other/torikumi/index.html


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,655 3,254

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,655 3,254

東京ガスグループの一員として、
　①社会全体のCO2排出削減に貢献すること
　　東京ガスグループの低･脱炭素な製品･サービスの拡大により、2030年CO2削減貢献
　　1,700万トン(2013年度比)を実現します。
　②東京ガスグループのCO2排出量を削減すること
　　2050年ネット･ゼロを実現します。
　　　また、2030年自社直接排出のネット･ゼロを実現します。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

エネルギー管理統括者

エネルギー管理企画推進者

部所エネルギー管理補佐者

部所エネルギー管理担当者

省エネ推進会議

(副社長)

(人事総務部長)

(各部所長･GM)
(地球温暖化対策推進者)

※省エネ法の推進体制と同等とし、

地球温暖化対策推進者は、総務広

報･推進GM(部所エネルギー管理補

佐者)とする



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

2.8953 t-CO2/千ｍ3

令和４年度を基準（2.8953t-CO2/千ｍ3）として原単位を毎年１％
ずつ改善していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,694 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 36

計 画 期 間 4 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 34 ガス業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 34

事 業 活 動 の 概 要

ガス導管事業等

6 事業者番号 2221 事業所番号 222100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市北浦和区

字 ・ 地 番 北浦和5-16-20

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 東京ガスネットワーク株式会社　北浦和ビル



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6 整圧所･ガバナーステーションなど 31カ所「別紙参照」

7

4 　　　　〃　　　　　　熊谷熱調所 草加市瀬崎6-26-1

5 　　　　〃　　　　　　草加ビル 草加市瀬崎6-26-1

2 　　　　〃　　　　　　大宮ビル さいたま市北区宮原町2-18-7

3 　　　　〃　　　　　　熊谷ビル 熊谷市銀座3-71

番号 事業所名 所 在 地

1 東京ガスネットワーク株式会社　北浦和ビル さいたま市北浦和区北浦和5-16-20

事業所リスト



別紙 東京ガスネットワーク株式会社

番号 事業所名 所在地

1 草加整圧所 草加市谷塚１３９９－７

2 浦和整圧所 さいたま市桜区中島２－６－１

3 安行ＧＳ 川口市安行藤八６８７－３

4 川口ＧＳ 川口市道合６２－１

5 笹目川ＧＳ さいたま市南区内谷６－６

6 朝霞ＧＳ 朝霞市上内間木２１４－３

7 大門ＧＳ さいたま市緑区東大門２－１－３

8 伊奈ＧＳ 北足立郡伊奈町小室１０２９５－３

9 上之ＧＳ 熊谷市上之３２８５

10 川里ＧＳ 鴻巣市屈巣３０７６－１

11 草加ＧＳ 草加市瀬崎町１３９９－７

12 溝沼ＧＳ  朝霞市溝沼769

13 三郷ＧＳ 三郷市幸房３００

14 行田ＶＳ 行田市荒木327

15 新河岸川ＧＳ 朝霞市浜崎４１０

16 鴻巣ＢＶＳ 鴻巣市上谷1144-1

17 桶川ＧＳ 桶川市小針領家501-45

18 中川ＶＳ 三郷市天神1-17

19 八潮ＢＶＳ 八潮市八條1757-1

20 青柳ＶＳ 草加市青柳町8丁目9-24

21 金明ＢＶＳ 草加市金明町422-1

22 蓮田ＧＳ 蓮田市馬込2602

23 大宮東ＶＳ さいたま市見沼区東宮下2-75

24 荒川ＢＶＳ さいたま市南区松本4-218

25 鶴ヶ丸ＧＳ 川口市芝6967-5

26 八幡ST 草加市八幡町810-2

27 江戸川右岸 三郷市茂田井1221-1

28 中川右岸 八潮市八條3642-1

29 吉川ＶＳ 吉川市南広島字八間991-1

30 春日部ＢＶＳ 春日部市倉常468-2

31 柿木ＢＳ 草加市柿木町字亀381

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

県内GSのガス通過量 千ｍ3
活 動 規 模 の 指 標 単 位

1,275.86 1,317.25

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 1.1 14.7

前 年 度 比 （ ％ ） － -13.8

エネルギー起源CO2排出量原単位 2.8953 2.8647 2.4703

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,655 3,254

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 1.1 11.9

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -11.0

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,694 3,655 3,254

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,913 1,742

事業所番号 222100

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

温室ガス排出量に関して、昨年度比-11%となっている。これは、2023年度組織改正によ
り支店・支社機能が東京ガス㈱へ移管されたため、電力購買量が削減されたものであ
る。また、建物に関しては、東京電力エナジーパートナーから東京ガス㈱の低炭素電力
メニューへの移行された効果によるもの。
引き続き、東京ガスグループでは、これまで、高効率で環境負荷の少ない天然ガス火力
発電を中心に、風力発電などの再生可能エネルギー電源にも積極的に取り組むことで、
低炭素電気の普及に貢献していく。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

東京ガスグループでは、これまで、高効率で環境負荷の少ない天然ガス火力発電を中心
に、風力発電などの再生可能エネルギー電源にも積極的に取り組むことで、低炭素電気
の普及に貢献してきました。

事業所番号 222100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

R5

6

5 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 低炭素電力の受け入れ R5

R5 4.6

4 150300
受変電設備、
照明設備、 
電気設備

15_事務用機器等の
管理

使用しない時はノートパソコンの蓋を綴じる R5 R5 0.1

3 150200
受変電設備、
照明設備、 
電気設備

15_照明設備の運用
管理

・不要な照明の消灯
・昼休みの消灯

R5

R5 2.1

2 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

適正温度管理の徹底 R5 R5 19.0

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 夏季、冬季の省エネ・節電の推進 R5

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 222100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 222100



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 三井不動産ロジスティクスパーク投資法人

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2

以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

65 金融商品取引業、商品先物取引業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

65

所 在 地 東京都中央区銀座六丁目8番7号

事 業 者 番 号 2222

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,745 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
設立年月日：2016年3月4日
事業内容：物流施設を中心とした投資運用業

区 分 その他

百万円

従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 222200 MFLP川口Ⅰ 1,745

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,745

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２ 川口市領家４丁目９?３７

閲 覧 可 能
時 間 ２

平日10時から17時

その他

○

閲 覧 場 所 １ 三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社

所 在 地 １ 東京都中央区銀座六丁目8番7号

閲 覧 可 能
時 間 １

平日10時から17時

閲 覧 場 所 ２ MFLP川口Ⅰ

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 投資運用本部運用チーム 070-3993-8449



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 3,052

「持続可能な社会」と「継続的な利益成長」を実現することを目標としています。重点的に取り
組む目標は以下の6つです。
１．街づくりを通した超スマート社会の実現
２．多様な人材が活躍できる社会の実現
３．健やか・安全・安心な暮らしの実現
４．オープンイノベーションによる新産業の創造
５．環境負荷の低減とエネルギーの創出
６．コンプライアンス・ガバナンスの継続的な向上

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,052

そ の 他 ガ ス

三井不動産
ロジスティクスパーク

投資法人

三井不動産ロジスティクス
リートマネジメント株式会社

（資産運用会社）

サステナビリティ
推進委員会

サステナビリティ
推進分科会

MFLP川口Ⅰ

投資運用本部運用チーム
【地球温暖化対策推進者】

MFLP久喜

MFLP八潮



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

6 事業者番号 2222 事業所番号 222200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川口市

字 ・ 地 番 領家４丁目９−３７

当該事業所を含む事業所の名称
（ ※ Bテ ナ ン ト 等 の 場 合 の み記 入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 MFLP川口Ⅰ
前年度にお

ける事業所数 3

計 画 期 間 5 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 47 倉庫業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 47

事 業 活 動 の 概 要

埼玉県川口市に広域・地域の双方への配送拠点として建設された物
流施設。

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0186 t-CO2/㎡

原単位指標で年平均１％以上のエネルギー起源CO2削減を目標としま
す。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,052 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 MFLP久喜 久喜市清久町１−１０

3 MFLP八潮 八潮市南後谷９９−１

番号 事業所名 所 在 地

1 MFLP川口Ⅰ 川口市領家４丁目９−３７

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 222200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,745

前 年 度 比 （ ％ ） －

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,052 3,052

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基 準 と な る 排 出 量 に 対 す る
削 減 率 （ ％ ） 0.0

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,052

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0186 0.0186

基準となる原単位に対する削減率（％） -0.2

前 年 度 比 （ ％ ） －

延床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

163,720.72



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 222200

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

2023年度のCO2排出量は2022年度比で4.0％増加した。
要因は以下の通り
・夏季（7～9月）の外気温が例年よりも高かったため空調設備の稼働率が増加したことが
考えられます。
・MFLP川口Ⅰは2022年度が稼働率の変動があり、電力量が一時的に減少していたが、2023
年度は回復したことによる反動増となった。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 222200

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R4 8.0

2 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

（MFLP久喜）　共用部照明LED化（3階車
路）

R7以降 3.9

1 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

（MFLP久喜）　共用部照明LED化工事

1.9

4

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

（MFLP久喜）　専用部照明LED化（3階バー
ス）

R7以降

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

本投資法人のESGレポートURL
+C165

事業所番号 222200



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
事業内容：不動産投資信託（J-REIT）
設立年月日：2005年6月7日
保有物件数：233物件（2024/3現在）

区 分 その他

百万円

従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

64 貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

64

所 在 地 東京都千代田区永田町2丁目4番8号

事 業 者 番 号 2223

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,000 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 大和ハウスリート投資法人

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡



日本産業規格Ａ列４番

地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 サステナビリティ推進部 03-3595-1968

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 大和ハウス・アセットマネジメント㈱　会議室

所 在 地 １ 東京都千代田区永田町二丁目4番8号

閲 覧 可 能
時 間 １

月～金　9:00～18：00（祝日、年末年始を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 2,000

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 222300 DPL三郷 2,000

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,782 3,946

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,782 3,946

サステナビリティ方針（抜粋）
①地球温暖化防止
脱炭素社会の実現に向け、省エネルギー設備の導入などによる省エネ対策を推進します。ま
た、再生可能エネルギー発電設備の導入や導入物件の取得を検討します。
⑤社内体制の構築と従業員への取り組み
サステナビリティを推進するための社内体制を構築し、役職員の教育・訓練を定期的に実施し
て人財の育成に取り組みます。また、安全かつ健康的に働くことのできる職場・多様な従業員
が柔軟に働ける職場作りを目指します。
⑧法規制等の遵守とリスクマネジメント
ESGに関する法令を遵守します。また、不動産取得時のリスク評価における環境・社会的影響の
考慮や人権啓発の推進など、適切なリスクマネジメントに努めます。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0327 t-CO2/㎡

床面積当たりにて原単位を算出。
基準年は2022年のエネルギーデータの値とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,782 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数

計 画 期 間 5 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 64 貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 64

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：不動産投資信託（J-REIT）
設立年月日：2005年6月7日
保有物件数：233物件（2024/3現在）

6 事業者番号 2223 事業所番号 222300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 三郷市インター南1丁目

字 ・ 地 番 3番地5

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 DPL三郷



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 クイズゲート浦和 さいたま市緑区大字中尾字不動谷3720番地

3 Dプロジェクト八潮 八潮市大字新町50番地1

番号 事業所名 所 在 地

1 DPL三郷 三郷市インター南1丁目3番地5

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

115,696.99 115,696.99

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 0.0 -4.3

前 年 度 比 （ ％ ） － 4.3

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0327 0.0327 0.0341

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,782 3,946

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.0 -4.3

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 4.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,782 3,782 3,946

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,049 2,000

事業所番号 222300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

テナントの一部退居・入替えにより、使用量が減少した。
低炭素電力の契約を変更したためCO2排出量は増加した。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 222300



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5 150200
受変電設備、
照明設備、 
電気設備

15_照明設備の運用
管理

クイズゲート浦和
照明LED化

R7以降

4 150200
受変電設備、
照明設備、 
電気設備

15_照明設備の運用
管理

Dプロジェクト八潮
照明LED化

R7以降

3 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

DPL三郷
空調更新

R7以降

21.2

2 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

クイズゲート浦和
空調更新

R7以降

1 150200
受変電設備、
照明設備、 
電気設備

15_照明設備の運用
管理

DPL三郷
照明LED化

R6

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 222300



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 222300



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

1.創業年月日：1962年4月

2.事業内容：一般貨物自動車運送事業（特別積み合
　　　　　　せ貨物運送業を除く）、倉庫業

区 分 企業

100 百万円

11,667従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

44 道路貨物運送業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

44

所 在 地 東京都台東区上野1丁目19-10上野広小路会館10階

事 業 者 番 号 2224

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,877 kL／年

6

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 ロジスティード東日本株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 関東地区本部　安全品質環境部　環境課 048-658-4738

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 関東地区本部　大宮事務所

所 在 地 １ 埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目12番地7

閲 覧 可 能
時 間 １

月～金、9:00～18:00（土日、祭日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,877

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 222400 ロジスティード東日本株式会社　関東地区本部　大宮事務所 1,877

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,431 3,168 2,555 2,060

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,431 3,168 2,555 2,060

環境活動方針

①　事業所で発生する環境負荷の削減
　　・電気、燃料、包装材料等の消費抑制、廃棄物の再資源化等
②　環境負荷の小さい物流・サービスの提供
　　・CO₂削減、資源循環による顧客への貢献
③　環境意識と環境管理のレベル向上
　　・グローバルな環境意識向上と関連法規、会社規則の遵守
④　自然との共生と環境コミュニケーション促進
　　・生物多様性・生態系保全と顧客・地域との環境協調

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

代表取締役

（社長）

安全品質環境部 環境課

該当事業所（６拠点）

（所長または拠点長）

関東地区本部

東関東地区本部

安全品質環境部

（地球温暖化対策推進者）

安全品質環境部

管掌役員

該当事業所（１拠点）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

0.0340 t-CO2/㎡

平成29年度（ 0.0340t-CO₂/㎡）を基準として原単位を毎年1％ず
つ改善していく。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0340 t-CO2/㎡

平成29年度（ 0.0340t-CO₂/㎡）を基準として原単位を毎年1％ず
つ改善していく。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 6

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 44 道路貨物運送業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 44

事 業 活 動 の 概 要

一般貨物自動車運送業（特別積み合せ貨物運送業を
除く）、倉庫業

6 事業者番号 2224 事業所番号 222400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市大宮区

字 ・ 地 番 桜木町一丁目12番地7

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ロジスティード東日本株式会社　関東地区本部　大宮事務所



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6 千葉営業部川口営業所 埼玉県川口市緑町5-3

7

4 関越営業部三芳営業所 埼玉県入間郡三芳町上富247

5 北関東営業部埼玉北営業所　Ⅰ期 埼玉県加須市南篠崎1-1-2

2 関越営業部三芳営業所川越出張所 埼玉県川越市芳野台2-8-55

3 関越営業部三芳営業所サテライト川越係 埼玉県川越市芳野台3-5-1

番号 事業所名 所 在 地

1 ロジスティード東日本株式会社　関東地区本部　大宮事務所 さいたま市大宮区桜木町一丁目12番地7

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

105,921.00 107,579.01 101,593.20 114,350.80

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 4.7 13.4 26.0 47.0

前 年 度 比 （ ％ ） － -9.1 -14.6 -28.4

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0340 0.0324 0.0294 0.0251 0.0180

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,431 3,168 2,555 2,060

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -7.7 -19.3 -19.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,431 3,168 2,555 2,060

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,744 1,644 1,326 1,877

事業所番号 222400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

・令和5年の対温室効果ガス排出量計画原単位（ 0.0320t-CO₂/㎡）対し、実績は43%削
減となった。前年比では28.4%削減となった。昨年10月にGr会社4社が合併し、旧ロジス
ティード関東以外の拠点が1カ所増加（川口営業所：冷蔵設備を有している為、温室効
果ガズ排出量原単位は高め）した事により総電力使用量が39.2%ＵＰしたが、対象2拠点
の電力使用契約をグリーンベーシックプラン（CO2排出係数0.000）に切り替えた事によ
り、削減に繋がった。
　ちなみに旧ロジスティード関東のみが継続していた場合は、温室効果ガス排出量原単
位は、前年比で74.3%の削減となっていた。

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・令和2年の対計画原単位（ 0.0330t-CO₂/㎡）対し、実績はさらに1.8%削減となった。
コロナの関係で作業量が減った営業所は不要な照明の消灯など積極的に取り組み、原単
位の削減につながった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・令和3年の対計画原単位（ 0.0327t-CO₂/㎡）対し、実績はさらに11%削減となった。
コロナの関係で作業量が減った営業所は不要な照明の消灯など積極的に取り組み、原単
位の削減につながった。また1拠店で大口顧客が減った為、前年比原単位が62%となって
おり、大幅削減となったと思われる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

・令和4年の対計画原単位（ 0.0323t-CO₂/㎡）対し、実績はさらに22%削減となった。
昨年より継続している不要照明の消灯及び一部照明のLED化により、削減につながっ
た。
　また顧客変更による作業量の減少も影響している。

事業所番号 222400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

R5

8

7 180200 その他 18_その他
東京電力エナジーパートナーのＲＥ２０（非
化石化燃料20％）への一部契約切り替えに
より、ＣＯ２排出量の抑制。

R5

R5

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明設備の一部ＬＥＤ化 R5 R5

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

過剰照明等の取り外しまたは消灯による過
剰照度の適正化(第3計画期間も継続）

R5

R5

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

室温の規定値遵守
(第3計画期間も継続）

R5 R5

3 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

営業所別にエネルギー使用量を把握し、期
ごとに過不足の要因分析及び改善

R5

R5

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

月次エネルギー使用量の把握
(第3計画期間も継続）

R5 R5

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
環境研修の定期開催（2回/年）
・従業員対象・温暖化対策等
(第3計画期間も継続）

R5

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 222400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 222400
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